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(57) Abstract: A vehicle operation detection system comprises a n operation-side sensor

(21), a stationary- side sensor (32), and a vehicle operation detection unit (33). The opera

tion-side sensor i s a n acceleration sensor with two o r more axes that i s attached t o an o p -

eration member (5). One end o f the operation member (5), which i s secured t o a vehicle,

serves a s a pivot point, and, when i n operation, the position o f the other end i s displaced

i n the direction o f gravitational acceleration when not i n operation. The operation-side

sensor detects acceleration that occurs i n the operation member i n a t least the direction o f

gravitational acceleration. The stationary- side sensor i s a n acceleration sensor with two o r

more axes that i s used i n a location o f the vehicle that does not change position, and d e -

tects acceleration that occurs i n the vehicle i n a t least the direction o f gravitational accel

eration. The vehicle operation detection unit i s provided with operation detection parts

(S28, S30, S 3 1 , S67, S69, S70, S96, S97) that detect the operation o f the operation mem

ber b y comparing detection results i n the stationary- side sensor with detection results i n

the operation-side sensor. Thus, the operation o f the operation member can b e more pre

cisely detected.

(57) 要 約 ： 車 両 用 操 作 検 出 シ ス テ ム は 、 操 作 側 セ ン サ （2 1 ) と 、 固 定

側 セ ン サ （3 2 ) と 、 車 両 用 操 作 検 出 ユ ニ ッ ト （3 3 ) と を 有 す る 。 操

作 側 セ ン サ は 、 車 両 に 固 定 さ れ た 一 端 を 支 点 に し て 、 操 作 時 に 他 端 の 位

置 が 非 操 作 時 に 対 し て 重 力 加 速 度 方 向 に 変 移 す る 操 作 部 材 （5 ) に 取 り

付 け ら れ て 、 操 作 部 材 に 生 じ る 少 な く と も 重 力 加 速 度 方 向 の 加 速 度 を 検
出 す る 2 軸 以 上 の 加 速 度 セ ン サ で あ る 。 固 定 側 セ ン サ は 、 車 両 の 非 姿 勢

変 化 箇 所 で 用 い ら れ て 、 車 両 に 生 じ る 少 な く と も 重 力 加 速 度 方 向 の 加 速
度 を 検 出 す る 2 軸 以 上 の 加 速 度 セ ン サ で あ る 。 車 両 用 操 作 検 出 ュ ニ ッ ト

Sensor unit
は 、 固 定 側 セ ン サ で の 検 出 結 果 を 操 作 側 セ ン サ で の 検 出 結 果 と の 比 較 の

Mobile terminal
対 象 に 用 い て 操 作 部 材 の 操 作 を 検 出 す る 操 作 検 出 部 （S 2 8 、 S 3 0 、

Lever-side acceleration ssnsor S 3 1 、 S 6 7 、 S 6 9 、 S 7 0 、 S 9 6 、 S 9 7 ) を 備 え る 。 こ れ に

Sensor-side communication unit よ リ 、 操 作 部 材 の 操 作 を よ り 精 度 よ く 検 出 す る こ と が 可 能 に な る 。

Sensor-side control unit

Mobile-side communication unit

Mobile-side acceleration sensor

Mobile-side control unit
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明 細 書

発明の名称 ：

車両用操作検出システム、車両用操作検出ユニッ ト、及び車両用操作検出

装置

関連出願の相互参照

[0001 ] 本開示は、 2 0 1 3 年 5 月 8 日に出願 された日本出願番号 2 0 1 3 _ 9 8

7 2 9 号および 2 0 1 4 年 2 月 2 7 日に出願 された日本出願番号 2 0 1 4 -

3 7 0 5 0 号 に基づ くもので、 ここにその記載内容を援用する。

技術分野

[0002] 本開示は、車両に設けられた操作部材の操作を検 出する車両用操作検 出シ

ステム、並びにその車両用操作検 出システムに含 まれる車両用操作検 出ュ二

ッ 卜及び車両用操作検 出装置に関するものである。

背景技術

[0003] 従来、車両に設けられた操作部材の操作状態の検 出結果をもとに運転支援

の実施 を判定する技術が知 られている。例えば、特許文献 1 には、 ウィン力

レバーの操作に連動 したウィン力 リレーの通電 切断状態を運転支援装置に

出力 し、運転支援装置において、方向指示灯がオンであると判断 したことを

もとに運転支援 を開始する技術が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 2 _ 1 4 1 6 5 5 号公報

発明の概要

[0005] 特許文献 1 に開示の技術では、方向指示灯のオンオフを判断するためには

、運転支援装置がウィンカ リレーの信号の入力を受ける必要がある。 よって

、運転支援装置をュ一ザが車両に後付 け しようと した場合 には、 この信号の

入力を受けるための配線をユーザが行わなければな らない手間が生 じる。 ま



た、 車両 の メー カ一 によ って信号 の規格 が異 な る場合 には、 メー カ一 に応 じ

た運転 支援装 置 が必要 とな る。

[0006] 上記 を解 決 す る手 段 と して、加 速度 を検 出す る加 速度 セ ンサ を ウ ィンカ レ

バ ー に取 り付 け、 この加 速度 セ ンサ での検 出結果 を も とに方 向指 示 灯 のオ ン

オ フを判 断 す る構成 が考 え られ る。具 体 的 には、 ウ ィン力 レバ 一の操 作位置

に応 じて ウ ィン力 レバ 一の先端側 にお ける重 力加 速度 が異 な る ことを利 用 す

る ことで、加 速度 セ ンサ での検 出結果 を も とに方 向指 示 灯 のオ ンオ フを判 断

す る構成 が考 え られ る。 これ によれ ば、 ウ ィンカ リレーの信号 を用 い る必要

がな くな るので、 上述 の点 を解 消 で きる。

[0007] しか しなが ら、加 速度 セ ンサ を採 用 す る上述 の構成 で は、加 速度 セ ンサ で

の検 出結果 には重 力加 速度 の他 に も車両 自体 の運動 に基 づ く加 速度 も含 まれ

る ことか ら、 車両 の走行状 態 によ って は、 ウ ィン力 レバ 一の操 作 を、加 速度

セ ンサ での検 出結果 を も とに して精度 良 く検 出で きな い可能性 があ る。

[0008] 本 開示 は、 車両 の操 作部 材 に取 り付 けた加 速度 セ ンサ によ って、 当該操 作

部 材 の操 作 をよ り精度 良 く検 出す る ことを可能 にす る車両 用操 作検 出システ

厶、 車両 用操 作検 出ユニ ッ ト、 及び車両 用操 作検 出装 置 を提 供 す る ことを 目

的 とす る。

[0009] 本 開示 の第一 の態様 によれ ば、 車両 用操 作検 出システ ム は、 車両 に固定 さ

れた一端 を支 点 に して、操 作 時 に他 端 の位置 が非操 作 時 に対 して重 力加 速度

方 向 に変移 す る操 作部 材 に取 り付 け られて、操 作部 材 に生 じる少な くとも重

力加 速度 方 向の加 速度 を検 出す る 2 軸 以上 の加 速度 セ ンサ であ る操 作側 セ ン

ザ と、 車両 の非 姿勢変化箇 所 で用 い られて、 車両 に生 じる少な くとも重 力加

速度 方 向の加 速度 を検 出す る 2 軸 以上 の加 速度 セ ンサ であ る固定側 セ ンサ と

、 固定側 セ ンサ での検 出結果 を操 作側 セ ンサ での検 出結果 との比較 の対象 に

用 いて操 作部 材 の操 作 を検 出す る操 作検 出部 を備 え る車両 用操 作検 出ュニ ッ

卜と、 を有 す る。

[001 0] これ によれ ば、操 作部 材 に生 じる少な くとも重 力加 速度 方 向の加 速度 を検

出す る 2 軸 以上 の加 速度 セ ンサ （つ ま り、操 作側 セ ンサ） だ けでな く、 車両



に生 じる少なくとも重力加速度方向の加速度を検出する 2 軸以上の加速度セ

ンサ （つまり、固定側センサ）での検出結果を用いる。ここで、操作側セン

ザと固定側センサとの両方が、少なくとも重力加速度方向の加速度を検出す

る 2 軸以上の加速度センサであるので、操作側センサ及び固定側センサの検

出結果としての加速度べク トルには、重力加速度以外の加速度成分が表れる

ことになる。

[001 1] よって、固定側センサでの検出結果を操作側センサでの検出結果との比較

の対象に用いることにより、車両の挙動に起因する加速度成分の影響を減 じ

て、両者の重力加速度の違いを比較することが可能になる。従って、車両の

挙動に起因する加速度成分を減 じて、より精度良 く操作検出部で操作部材の

操作を検出することが可能になる。

[001 2] その結果、車両の操作部材に取 り付けた加速度センサによって、当該操作

部材の操作に応 じて生 じる加速度を検出 した結果をもとに、当該操作部材の

操作をより精度良 く検出することが可能になる。

[001 3] 本開示の第二の態様によれば、車両用操作検出ュニッ 卜は、車両に固定さ

れた一端を支点にして、操作時に他端の位置が非操作時に対 して重力加速度

方向に変移する操作部材に取 り付けられて、前記操作部材に生 じる少なくと

も重力加速度方向の加速度を検出する 2 軸以上の加速度センサである操作側

センサでの検出結果と、前記車両の非姿勢変化箇所で用いられて、前記車両

に生 じる少なくとも重力加速度方向の加速度を検出する 2 軸以上の加速度セ

ンサである固定側センサでの検出結果とを、比較の対象に用いて前記操作部

材の操作を検出する操作検出部を備える。

[0014] 本開示の第三の態様によれば、車両用操作検出装置は、車両に固定された

一端を支点にして、操作時に他端の位置が非操作時に対 して重力加速度方向

に変移する操作部材に取 り付けられて、前記操作部材に生 じる少なくとも重

力加速度方向の加速度を検出する 2 軸以上の加速度センサである操作側セン

ザと、 前記車両の非姿勢変化箇所で用いられて、前記車両に生 じる少なく

とも重力加速度方向の加速度を検出する 2 軸以上の加速度センサである固定



側センサでの検 出結果 を前記操作側センサでの検 出結果 との比較の対象 に用

いて前記操作部材の操作 を検 出する操作検 出部 を備 える。

上記のように、車両用操作検 出ュニ ッ 卜及び車両用操作検 出装置 においても

、車両 に生 じる少な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出する 2 軸以上の固

定側センサでの検 出結果 を、操作部材 に生 じる少な くとも重力加速度方向の

加速度 を検 出する 2 軸以上の操作側センサでの検 出結果 との比較の対象 に用

いるので、車両の操作部材 に取 り付 けた加速度センサによって、 当該操作部

材の操作 に応 じて生 じる加速度 を検 出 した結果 をもとに、 当該操作部材の操

作 をよ り精度良 く検 出することが可能 になる。

図面の簡単な説明

本開示 についての上記 目的およびその他 の 目的、特徴や利点は、添付の図

面 を参照 しなが ら下記の詳細な記述 によ り、 よ り明確 になる。図面 において

[ 図 1] 車両用操作検 出システム 1 の概略的な構成の一例 を示す図である。

[ 図2] セ ンサュニ ッ 卜2 の取 り付 け位置 を説明するための模式図である。

[ 図3] セ ンサ側制御部 2 3 の概略的な構成の一例 を示す機能 プロック図である

[ 図4] 実施形態 1 における携帯側制御部 3 3 の概略的な構成の一例 を示す機能

プロック図である。

[ 図5] 実施形態 1 における学習処理部 3 3 6 での学習処理の流れの一例 を示す

フロ一チヤ一 卜である。

[ 図6] 自車の停車中に携帯側加速度セ ンサ 3 2 で検 出される携帯側基準加速度

( a 2 s ) と、 自車の停車中に レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出されるウイ

ンカ レバ 一 5 の位置別の レバ 一側加速度 （a 1 s 、 a 1 s L 、 a 1 s R ) と

を示す模式図である。

[ 図7] 図 6 の各位置のウインカ レバ一 5 を重ねて表示 した場合の レバ一側基準

加速度 （a 1 s ) 、 レバ一側加速度 （a 1 s L ) 、及び レバ一側加速度 （a

1 s R ) のベ ク トルの関係 を示 した模式図である。



[ 図8] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速度

センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出

で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図9] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速度

センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出

で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図 10] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検

出で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図 11] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検

出で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図 12] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検

出で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図 13] レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出される レバ一側加速度 と携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出される携帯側加速度 とか らウィン力 レバ一 5 の位置 を検

出で きる根拠 について説明するための模式図である。

[ 図 14] 実施形態 1 における携帯側制御部 3 3 での操作位置検 出関連処理のフ

口一の一例 を示すフローチヤ一 卜である。

[ 図 15] 実施形態 2 における携帯側制御部 3 3 の概略的な構成の一例 を示す機

能 プロック図である。

[ 図 16] 実施形態 2 における学習処理部 3 3 6 での学習処理の流れの一例 を示

すフ口一チヤ一 卜である。

[ 図 17] 実施形態 2 における携帯側制御部 3 3 での操作位置検 出関連処理のフ

口一の一例 を示すフローチヤ一 卜である。

[ 図 18] 実施形態 3 における携帯側制御部 3 3 の概略的な構成の一例 を示す機

能 プロック図である。



[ 図 19] 実施形態 3 における学 習処理部 3 3 6 での学 習処理 の流 れの一例 を示

す フ口一チ ヤ一 卜であ る。

[ 図20] 実施形態 3 における携帯側制御部 3 3 での操作検 出関連処理 の フロー

の一例 を示 す フローチ ヤ一 卜であ る。

[ 図 2 1 ] 自車 の旋 回 によ って生 じ遠心 力 について説 明す るための模 式図であ る

[ 図22] 自車 の旋 回 によ って生 じ遠心 力 によ って生 じる問題 点の一例 について

説 明す るための模 式図であ る。

[ 図23] 携 帯側制御部 3 3 が備 える構成 の うち、変形例 4 の説 明 に必要 な構成

を示 した図であ る。

[ 図24] 変形例 4 における第 1 車載機 2 0 0 での携帯側制御部 3 3 での操作位

置検 出関連処理 の流 れの一例 を示 す フローチ ヤ一 卜であ る。

[ 図25] 携 帯側制御部 3 3 が備 える構成 の うち、変形例 7 の説 明 に必要 な構成

を示 した図であ る。

[ 図26] 変形例 7 における第 1 車載機 2 0 0 での携帯側制御部 3 3 での操作検

出関連処理 の流 れの一例 を示 す フローチ ヤ一 卜であ る。

発明を実施するための形態

[001 6 ] 以 下、本 開示 の実施形態 について図面 を用 いて説 明す る。

[001 7] (実施形態 1 )

図 1 は、本 開示 が適用 された車両用操作検 出システム 1 の概 略的な構成 の

—例 を示 す図であ る。車両用操作検 出システム 1 は車両 で用 い られて ウ ィン

力 レバ 一 5 の位置 を検 出す るものであ って、 図 1 に示 す よ うにセ ンサュニ ッ

卜2 及び携帯端末 3 を備 えている。以降では、車両用操作検 出システム 1 を

用 いる車両 を 自車 と呼ぶ。 なお、携帯端末 3 は車両用操作検 出装置 に相 当 し

、 ウ ィン力 レバ 一 5 は操作部材 に相 当す る。

[001 8] < 車両 用操作検 出システム 1 の概 略構成 >

セ ンサユニ ッ ト2 は、 自車 の ウ ィン力 レバ 一 5 に取 り付 け られ る。 ウ ィン

力 レバ 一 5 は、右左折 や進路変更の際 にウ ィン力ランプを点灯 させ、 その方



向を周囲に示すための操作部材であ って、 ターンシグナルスィ ツチやターン

シグナル レバ一 と呼ぶ こともある。

[001 9] ウィン力 レバ一 5 は、車両 に固定された固定端 5 a (図 2 参照）を支点に

した他端である先端部 5 b (図 2 参照）の位置が、 レバー回転方向に揺動操

作可能 に設 け られている。 ウィン力 レバ一 5 の回転 によって先端部 5 b が移

動する方向は、鉛直成分 （つまり重力加速度方向の成分）を含む方向である

。 また、 ウィン力 レバ一 5 の可動範囲は数十度未満 となるように設 け られて

いる。

[0020] ウィン力 レバ一 5 の先端部 5 b の位置が、 ドライバ一が手 を離 しても変化

しない静止位置 と しては、 ウィン力ランプを点灯させ る操作 を行 っていない

中立位置、左折や左方向に進路変更の場合 に左 ウィン力ランプを点灯させ る

左点灯位置、右折や右方向に進路変更の場合 に右 ウィン力ランプを点灯させ

る右点灯位置がある。 中立位置は非操作時の位置 に相 当 し、右点灯位置及び

左点灯位置は複数の操作位置 に相 当する。

[0021 ] セ ンサユニ ッ ト2 は、図 2 に示すように、車両のステア リングコラムか ら

延び るステ ィック状のウィン力 レバ一 5 の先端部 5 b に取 り付 け られる。セ

ンサュニ ッ 卜2 は、 ウィン力 レバ一 5 に着脱不能 に固定される構成 と しても

よいが、 力一シェア リングのように車両 を乗 り換 えた場合 にも利用可能 とで

きるように、 ウィン力 レバ一 5 か ら着脱式に装着 される構成 と してもよい。

センサュニ ッ 卜2 がウィン力 レバ一 5 の先端部 5 b に取 り付 け られることに

よ り、 ウィン力 レバ一 5 の先端部 5 b の位置がウィン力 レバ一 5 の操作 によ

つて変移するのに伴 って、センサュニ ッ 卜2 の位置 も変移する。

[0022] 図 1 に戻 って、携帯端末 3 は、例 えばスマー トフォン等の多機能携帯電話

機 であ って、 自端末 に生 じる加速度 を検 出する。携帯端末 3 は、 自車の姿勢

変化することのない箇所 （以下、非姿勢変化箇所）に置かれた り、非姿勢変

化箇所 に設 けたホルダ一ケースで固定された りすることで、 自車 とともに運

動するもの とする。 よって、携帯端末 3 に生 じる加速度 を、 自車 に生 じる加

速度 と同一視することがで きる。



[0023] < センサュニッ卜2 の詳細構成>

センサユニット2 は、 レバ一側加速度センサ 2 1、センサ側通信部 2 2 、

及びセンサ側制御部 2 3 を備えている。 レバ一側加速度センサ 2 1、センサ

側通信部 2 2 、及びセンサ側制御部 2 3 には、センサュニッ卜2 に内蔵のバ

ッテ リから電力が供給されるものとする。また、車両のシガレット電源のよ

うなセンサュニッ卜2 の外部の電源から電力を供給する構成としてもよい。

センサュニッ卜2 の小型化や配線の手間等の観点では内蔵のバッテ リを用い

る構成としてもよい。

[0024] レバ一側加速度センサ 2 1 は、加速度を検出するセンサである。 レバ一側

加速度センサ 2 1 は操作側センサに相当する。センサユニット2 は、ウィン

力レバ一 5 の先端部 5 b に取 り付けられるので、 レバ一側加速度センサ 2 1

は、ウィン力レバ一 5 の先端部 5 b に生 じる加速度を逐次検出する。例えば

、 レバ一側加速度センサ 2 1 はそれぞれが直交する3 軸における加速度を検

出する3 軸加速度センサであるものとする。

[0025] レバ一側加速度センサ 2 1 は、自車が停車中の場合には、ウィン力レバ一

5 の中立位置、右点灯位置、左点灯位置といつた 3 種類の位置にそれぞれ応

じた重力加速度のみを検出することになる。ウィン力レバ一 5 の先端部 5 b

は、固定端 5 a を中心とした回転方向へ移動する。よって、ウィン力レバ一

5 の先端部 5 b に取 り付けられたレバ一側加速度センサ 2 1 の各軸と鉛直方

向とのなす角は、中立位置、右点灯位置、左点灯位置で異なる角度となる。

したがって、自車が停車中におけるレバ一側加速度センサ 2 1 の各軸に作用

する重力加速度の大きさは、中立位置、右点灯位置、左点灯位置で互いに相

逢 する。

[0026] なお、 レバ一側加速度センサ 2 1 は、自車が走行中の場合には、ウィン力

レバ一 5 の中立位置、右点灯位置、左点灯位置といった 3 種類の位置にそれ

ぞれ応 じた重力加速度に、自車の挙動に起因する加速度成分が加わった加速

度を検出することになる。

[0027] センサ側通信部 2 2 は、送受信アンテナを備え、自車の携帯端末 3 との間



で B I u e t o o t h (登録商標）の規格に従 った通信を行 うことで、情報

のや り取 りを行 う。

[0028] センサ側制御部 2 3 は、通常のコンピュータとして構成されており、内部

には周知のC P U、 R O Mや R A Mや E E P R O M などのメモ リ、 I / O、

及び これ らの構成を接続するバスライン （いずれも図示せず）などが備えら

れている。センサ側制御部 2 3 は、 レバ一側加速度センサ 2 1 、センサ側通

信部 2 2 か ら入力された各種情報に基づき、 R O M に予め記憶されているプ

ログラムをC P U が実行することによって各種の処理を実行する。

[0029] なお、センサ側制御部 2 3 が実行する機能の一部又は全部を、一つ或いは

複数の I C 等によりハ一 ドウエア的に構成 してもよい。

[0030] 図 3 に示すように、センサ側制御部 2 3 は、検出値取得部 2 3 1 、検 出値

蓄積部 2 3 2 、要求受信部 2 3 3 、及び検出値送信処理部 2 3 4 を備えてい

る。

[0031 ] < センサ側制御部 2 3 での処理>

検 出値取得部 2 3 1 は、 レバ一側加速度センサ 2 1 か ら逐次出力されて く

る加速度の検出値を逐次取得する。 この検出値は、 レバ一側加速度センサ 2

の各軸についての加速度か らなる加速度べク トル （以下、 レバ一側加速度

) である。検出値取得部 2 3 1 は、取得 した レバ一側加速度を検出値蓄積部

2 3 2 に蓄積する。

[0032] 検 出値取得部 2 3 1 は、取得 した レバ一側加速度を検出値蓄積部 2 3 2 に

蓄積する場合には、 レ' く' 一側加速度のタィ厶スタンプを紐付け して蓄積する

。 また、検出値蓄積部 2 3 2 は、割 り当て られたメモ リ容量を超える場合に

、より古い レバ一側加速度か ら順に消去 してゆ く構成 とすればよい。

[0033] 要求受信部 2 3 3 は、携帯端末 3 の携帯側通信部 3 1 か ら送信されて くる

後述の送信要求を、センサ側通信部 2 2 を介 して受信する。

[0034] 検 出値送信処理部 2 3 4 は、要求受信部 2 3 3 で携帯端末 3 か らの送信要

求を受信 した場合に、検出値蓄積部 2 3 2 に蓄積されている直近の複数回分

の レバ一側加速度を読み出す。そ して、読み出 した複数回分の レバ一側加速



度の移動平均を算出し、算出した移動平均値を、ウィン力レバ一 5 のレバ一

側加速度として、センサ側通信部 2 2 から送信させる。

[0035] なお、検出値送信処理部 2 3 4 が、 レバ一側加速度として上述の移動平均

値をセンサ側通信部 2 2 から送信させる構成に限らず、検出値蓄積部 2 3

に蓄積されている直近の 1 回分のレバ一側加速度を、ウィン力レバ一 5 のレ

バ一側加速度として、センサ側通信部 2 2 から送信させる構成としてもよい

[0036] センサ側通信部 2 2 からレバ一側加速度を送信させる場合、そのレバ一側

加速度に対応するタイムスタンプも付与 して送信させる。 レ く' 一側加速度と

して前述の移動平均値を用いる構成とした場合には、例えば検出値蓄積部 2

3 2 に蓄積されている直近の 1 回分のレバ一側加速度に対応するタイ厶スタ

ンプを付与 して送信させる構成とすればよい。

[0037] なお、検出値送信処理部 2 3 4 は、電力消費の低減のため、携帯端末 3 か

らの送信要求が合った場合を除いてレバー側加速度をセンサ側通信部 2 2 か

ら送信させないことがデフオル 卜であるものとする。

[0038] < 携帯端末 3 の詳細構成>

携帯端末 3 は、前述 したように、自端末に生 じる加速度を検出したり、自

端末で検出した加速度とセンサュニッ卜2 で検出した加速度とを用いてウイ

ンカレバ一 5 の位置を検出したりする。携帯端末 3 は、図 1 に示すように、

携帯側通信部 3 1、携帯側加速度センサ 3 2 、及び携帯側制御部 3 3 を備え

ている。

[0039] 携帯側通信部 3 1 は、送受信アンテナを備え、自車のセンサユニット2 と

の間で B I u e t o o t h の規格に従った通信を行うことで、情報のやり取

りを行う。なお、本実施形態では、携帯端末 3 とセンサユニット2 との間で

の通信を、 B I u e t o o t h の規格に従った通信で行う構成を示 したが、

必ず しもこれに限らない。例えばZ i g B e e (登録商標）等の近距離無線

通信規格や I E E E 8 0 2 . 1 1 等の無線 L A N規格などに従った無線通信

によって行う構成としてもよいし、 U S B通信等の有線通信によって行う構



成 としてもよい。

[0040] 携帯側加速度センサ 3 2 は、携帯端末 3 に内蔵されて、携帯端末 3 に生 じ

る加速度を検出するセンサである。例えば、携帯側加速度センサ 3 2 はそれ

ぞれが直交する 3 軸 における加速度を検出する 3 軸加速度センサであるもの

とする。

[0041 ] 携帯側加速度センサ 3 2 を内蔵する携帯端末 3 は、前述 したように、非姿

勢変化箇所に置かれた り固定された りすることで自車 とともに運動するので

、携帯側加速度センサ 3 2 は、 自車に生 じる加速度を検出 していると言える

。なお、携帯側加速度センサ 3 2 は固定側センサに相当する。携帯端末 3 は

、非姿勢変化箇所に置かれた場合であっても固定された場合であっても、 自

車が走行中及び停止中のいずれにおいても車内での位置が移動することのな

いものとする。

[0042] 携帯側加速度センサ 3 2 は、 レバ一側加速度センサ 2 1 とは異な り、車内

での位置が移動することがないので、 自車が停車中には、 自車内の携帯端末

3 が配置されているときの姿勢 （つまり、傾 き）に応 じた重力加速度のみを

検出することになる。 また、携帯側加速度センサ 3 2 は、 自車が走行中の場

合には、 自車内の携帯端末 3 が配置された場所に応 じた重力加速度に、 自車

の挙動に起因する加速度成分が加わった加速度を検出することになる。

[0043] 携帯側制御部 3 3 は、通常のコンピュータとして構成されており、内部に

は周知のC P U、 R O Mや R A M や E E P R O M などのメモ リ、 I 〇、及

び これ らの構成を接続するバスライン （いずれも図示せず）などが備えられ

ている。携帯側制御部 3 3 は車両用操作検出ユニッ トに相当する。携帯側制

御部 3 3 は、携帯側通信部 3 1 、携帯側加速度センサ 3 2 か ら入力された各

種情報に基づき、 R O M に予め記憶されているプログラムをC P U が実行す

ることによつて各種の処理を実行する。

[0044] なお、携帯側制御部 3 3 が実行する機能の一部又は全部を、一つ或いは複

数の I C 等によりハ一 ドウエア的に構成 してもよい。

[0045] 図 4 に示すように、携帯側制御部 3 3 は、端末センサ情報取得部 3 3 1 、



センサ情報蓄積部 3 3 2 、送信要求部 3 3 3 、 レバ一側加速度受信部 3 3 4

、携帯側加速度取得部 3 3 5 、学習処理部 3 3 6 、学習結果蓄積部 3 3 7 、

タイミング判定部 3 3 8 、仮定ベク トル決定部 3 3 9 、実変移角算出部 3 4

0 、第 1仮定変移角算出部 3 4 1、第 1最近似判定部 3 4 2 、及び操作位置

検出部 3 4 3 を備えている。

[0046] センサ情報蓄積部 3 3 2 及び学習結果蓄積部 3 3 7 は、例えばR A Mや E

E P R O M等の電気的に書き換え可能なメモリである。なお、ここでは、便

宜上、一般的な多機能携帯電話機が有 している機能に関する構成のうち、本

実施形態の説明に不要なものについては説明を省略 している。

[0047] < 携帯側制御部 3 3 での処理>

端末センサ情報取得部 3 3 1 は、携帯側加速度センサ 3 2 で逐次検出する

加速度の検出値を、センサ情報蓄積部 3 3 2 に蓄積する。この検出値は、携

帯側加速度センサ 3 2 の各軸についての加速度からなる加速度べク トル （以

下、携帯側加速度）である。

[0048] 端末センサ情報取得部 3 3 1 がセンサ情報蓄積部 3 3 2 に携帯側加速度を

蓄積する場合には、携帯側加速度のタイムスタンプを紐付けして蓄積する。

また、センサ情報蓄積部 3 3 2 では、割り当てられたメモリ容量を超える場

合に、より古い携帯側加速度から順に消去 してゆく構成とすればよい。他に

も、記憶 してから一定時間経過 した携帯側加速度を消去する構成としてもよ

い。

[0049] 送信要求部 3 3 3 は、センサユニット2 に対 してレバ一側加速度の送信を

要求する送信要求を、携帯側通信部 3 1 を介 してセンサュニッ卜2 に送信す

る。携帯端末 3 から送信要求を送信する、つまり、送信要求を行うと、セン

サュニッ卜2 からは、 レバ一側加速度センサ 2 1 でのレバ一側加速度及びそ

のタイムスタンプが送信されてくる。

[0050] レバ一側加速度受信部 3 3 4 は、センサュニッ卜2 のセンサ側通信部 2 2

から送信されてくるレバ一側加速度及びそのタイムスタンプを、携帯側通信

部 3 1 を介 して受信するレバー側加速度受信処理を行う。



[0051 ] 携帯側加速度取得部 3 3 5 は、センサ情報蓄積部 3 3 に蓄積 されている

携帯側加速度 を読み出 して取得する携帯側加速度取得処理 を行 う。携帯側加

速度取得部 3 3 5 は、 レバ一側加速度受信部 3 3 4 で受信 した レバ一側加速

度のタイムスタンプに最 も時刻が近いタイムスタンプが付与された携帯側加

速度 を読み出 して取得する。

[0052] なお、 レバ一側加速度 と して前述の移動平均値 を用いる構成 を採用 した場

合 には、以下のようにすればよい。 まず、携帯側加速度取得部 3 3 5 は、 レ

バ一側加速度受信部 3 3 4 で受信 した レバ一側加速度のタイムスタンプに最

も時刻が近いタイムスタンプが付与された携帯側加速度 を含む複数の携帯側

加速度 を読み出す。詳 しくは、 レバ一側加速度のタイムスタンプに最 も時刻

が近いタイムスタンプが付与された携帯側加速度か ら時系列に沿 って遡 った

複数の携帯側加速度 を読み出す。 ここで言 うところの複数 とは、センサュニ

ッ 卜2 の検 出値送信処理部 2 3 4 で移動平均 を算出する際のサンプル数 と同

数である。そ して、携帯側加速度取得部 3 3 5 は、読み出 した複数回分の携

帯側加速度の移動平均 を算出 し、算出 した移動平均値 を携帯側加速度 と して

取得する。

[0053] < 実施形態 1 における学習処理>

続いて、学習処理部 3 3 6 での学習処理 について図 5 のフ口一チヤ一 卜を

用いて説明を行 う。学習処理は、センサユニ ッ ト2 をウィン力 レバ一 5 に取

り付 け直すごとや、携帯端末 3 の自車内での配置場所を変更するごとなどの

、車両用操作検 出システム 1 の利用の開始時に、 ウィン力 レバ一 5 の位置の

検 出を可能にするために予め行 ってお く初期設定の処理である。学習処理で

は、 自車が停止中といった互いに同一の条件下における、携帯側加速度 とゥ

インカ レバ一 5 が中立位置であるときの レバ一側加速度 を記憶 し、かつ、そ

の条件下で、 ゥィンカ レバー 5 が中立位置か ら左点灯位置や右点灯位置へ変

化 した場合の レバー側加速度の変移べク トル も記憶する。本実施形態では、

学習処理 を自車の停止中に行 う場合 を例 に挙 げて以降の説明を行 う。

[0054] また、後 に詳述するが、センサユニ ッ ト2 が備える レバ一側加速度センサ



1 の検出軸と、携帯端末 3 が備える携帯側加速度センサ 3 2 の検出軸とは

、 3 軸の方向が一致 していなくてもよい。

[0055] 図 5 のフローチヤ一 卜は、携帯端末 3 の図示 しない操作入力部で前述の初

期設定を開始する旨のユーザ操作を受け付けた場合に開始する構成とすれば

よい。

[0056] まず、 S 1 では、送信要求部 3 3 3 に送信要求を行わせ、センサユニット

で検出したレ/ く一側加速度を受信できるようにする。

[0057] S 2 では、図示 しない音声出力装置や表示装置から、例えば 5 秒以内など

の所定期間内にウィン力レバ一 5 を中立位置とするようにガイダンスを行わ

せる。ウィン力レバ一 5 が中立位置でない場合、このガイダンスを受けて、

ユーザがウィン力レバ一 5 を中立位置に合わせるものとする。

[0058] S 3 では、 レバー側加速度受信部 3 3 4 で受信するレバー側加速度のうち

の、 S 2 のガイダンスから所定期間経過後にセンサュニッ卜2 のレバ一側加

速度センサ 2 1 で検出されたレバ一側加速度を取得する。つまり、ウィン力

レバ一 5 が中立位置にあるときのレバ一側加速度を取得する。 S のガイダ

ンスから所定期間経過後に検出されたレバ一側加速度であることは、タイム

スタンプを用いて判断する構成とすればよい。

[0059] S 4 では、携帯側加速度取得部 3 3 5 で取得 した携帯側加速度を取得する

。 S 4 では、 S 3 で取得 したレバ一側加速度のタイムスタンプに最も時刻が

近いタイムスタンプが付与された携帯側加速度を取得することになる。

[0060] S 5 では、 S 3 で取得 した、ウィン力レバ一 5 が中立位置であるときのレ

バー側加速度と、 S 4 で取得 した携帯側加速度とを学習結果蓄積部 3 3 7 に

記憶 しておく。 S 3 で取得 した、ウィン力レバ一 5 が中立位置であるときの

レバ一側加速度 （図 6 及び図 7 の a 1 s ) を以降ではレバ一側基準加速度 （

a 1 s ) S 4 で取得 した携帯側加速度 （図 6 及び図 7 の a 2 s ) を以降で

は携帯側基準加速度 （a 2 s ) と呼ぶ。 レバー側加速度も携帯側加速度も前

述 したように加速度ベク トルであるので、 レバ一側基準加速度 （a 1 s ) は

操作側基準加速度ベク トルに相当し、携帯側基準加速度 （a 2 s ) は固定側



基準加速度べク トルに相当する。

[0061 ] 図 6 は、 自車の停車中に携帯端末 3 の携帯側加速度センサ 3 2 で検 出され

る携帯側基準加速度 （a 2 s ) と、 自車の停車中にセンサユニ ッ ト2 の レバ

—側加速度センサ 2 1 で検 出されるウィン力 レバ一 5 の位置別の レバ一側加

速度 （a 1 s 、 a 1 s L 、 a 1 s R ) とを示す模式図である。 ウィン力 レバ

— 5 の位置別の レバ一側加速度 と しては、 ウィン力 レバ一 5 が中立位置であ

るときの前述の レバ一側基準加速度 （a 1 s ) 、 ウィン力 レバ一 5 が左点灯

位置であるときの レバ一側加速度 （a 1 s L ) 、 ウィン力 レバ一 5 が右点灯

位置であるときの レバ一側加速度 （a 1 s R ) がある。図 6 の例では、 自車

は停車中であるので、携帯側基準加速度 （a 2 s ) 、 レバー側基準加速度 （

a 1 s ) レバ一側加速度 （a 1 s L ) 、及び レバ一側加速度 （a 1 s R )

のいずれも重力加速度 となっている。

[0062] また、図 7 は、図 6 の各位置のウィン力 レバ一 5 を重ねて表示 した場合の

レバ一側基準加速度 （a 1 s ) 、 レバ一側加速度 （a 1 s L ) 、及び レバ一

側加速度 （a 1 s R ) のべク トルの関係を示 した模式図である。中立位置、

左点灯位置、右点灯位置のいずれの位置でも、センサユニ ッ ト2 には、鉛直

下方向に重力加速度が生 じる。 しか し、中立位置、左点灯位置、右点灯位置

では、 ウィン力 レバ一 5 の角度が異なる。すなわち、中立位置、左点灯位置

、右点灯位置では、鉛直下方向に対するセンサユニ ッ ト2 の角度が相違する

。従 って、図 7 に示す レバ一側基準加速度 （a 1 s ) 、 レバ一側加速度 （a

1 s L ) 、 レバ一側加速度 （a 1 s R ) のべク トルは向きが相違する。

[0063] S 6 では、図示 しない音声出力装置や表示装置か ら、前述の所定期間内に

ウィン力 レバ一 5 を左点灯位置 とするようにガイダンスを行わせる。 このガ

ィダンスを受けて、ュ一ザがウィン力 レバ一 5 を中立位置か ら左点灯位置に

合わせるものとする。

[0064] S 7 では、 S 3 と同様 に して、 レバ一側加速度受信部 3 3 4 で受信する レ

バー側加速度のうちの、 S 6 のガイダンスか ら所定期間経過後 にセンサュニ

ッ 卜2 の レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出された レバ一側加速度 を取得する



。つまり、ウィン力レバ一 5 が左点灯位置にあるときのレバ一側加速度 （図

6 及び図 7 の a 1 s L ) を取得する。

[0065] S 8 では、 S 3 で取得 した、ウィン力レバ一 5 が中立位置であるときのレ

バ一側加速度であるレバ一側基準加速度 （a 1 s ) から、ウィン力レバ一 5

が左点灯位置にあるときのレバ一側加速度 （a 1 s L ) への変移に対応する

変移ベク トル （図 7 の r L ) を、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 しておく。 こ

の変移べク トルを、以降では左点灯位置変移べク トル （r L ) と呼ぶ。

[0066] S 9 では、図示 しない音声出力装置や表示装置から、前述の所定期間内に

ウィン力レバ一 5 を中立位置とするようにガイダンスを行わせる。このガイ

ダンスを受けて、ユーザがウィン力レバ一 5 を中立位置に合わせるものとす

る。

[0067] S 1 0 では、 S 9 のガイダンスから所定期間経過後に、図示 しない音声出

力装置や表示装置から、前述の所定期間内にウインカレバー 5 を右点灯位置

とするようにガイダンスを行わせる。このガイダンスを受けて、ユーザがゥ

ィンカレバ一 5 を中立位置から右点灯位置に合わせるものとする。

[0068] S 1 1 では、 S 3 と同様にして、 レバ一側加速度受信部 3 3 4 で受信する

レバ一側加速度のうちの、 S 1 0 のガイダンスから所定期間経過後にセンサ

ュニッ卜2 のレバ一側加速度センサ 2 1 で検出されたレバ一側加速度を取得

する。つまり、ウィン力レバ一 5 が左点灯位置にあるときのレバ一側加速度

(図 6 及び図 7 の a 1 s R ) を取得する。

[0069] S 1 2 では、 S 3 で取得 した、ウィン力レバ一 5 が中立位置であるときの

レバ一側加速度であるレバ一側基準加速度 （a 1 s ) から、ウィン力レバ一

5 が右点灯位置にあるときのレバ一側加速度 （a 1 s R ) への変移に対応す

る変移ベク トル （図 7 の r R ) を、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 し、学習処

理を終了する。この変移べク トルを、以降では右点灯位置変移べク トル （r

R ) と呼ぶ。

[0070] く ウ ィ ン 力 レバ一 5 の位置を検出できる根拠について>

ここで、図 8 〜図 1 3 を用いて、センサユニット2 のレバ一側加速度セン



サ2 1で検出されるレバ一側加速度と、携帯端末3 の携帯側加速度センサ3

2 で検出される携帯側加速度とからウィン力レバ一5 の位置を検出できる根

拠についての説明を行う。ここでは、学習処理を行った際の自車の傾きや走

行状態やウィン力レバ一5 の位置 （つまり、中立位置）を基準として説明を

行う。また、以降では、学習処理の後にレバ一側加速度センサ2 1で検出さ

れるレバー側加速度をレバー側実加速度、学習処理の後に携帯側加速度セン

サ3 2 で検出される携帯側加速度を携帯側実加速度と呼ぶ。

[007 1] 図8 〜図 1 3 は、学習処理を行った際の条件から条件が様々に変化した場

合のレバ一側加速度及び携帯側加速度の一例を示した図である。図8 〜図 1

3 では、携帯端末3 は自車に対して常に固定されているものとし、ウィン力

レバ一5 に取り付けられたセンサュニッ卜2 のレバ一側加速度センサ2 1 と

携帯端末3 の携帯側加速度センサ3 2 との3 つの検出軸はお互いに一致して

いないものとする。

[0072] 図8 では、学習処理を行った際の条件から自車の傾きが変化した場合の、

携帯側加速度センサ3 2 で検出する携帯側実加速度 （図中の実線の矢印参照

) と、レバ一側加速度センサ2 1で検出するレバ一側実加速度 （図中の実線

の矢印参照）との変移について模式的に示している。図8 の上段には学習処

理を行つた際の条件を示しており、下段には自車の傾きが変化した後の条件

を示している。図8 に示すように、学習処理を行った際と自車の傾きが変化

した際とでは、後携帯端末3 の姿勢は固定のまま、ウィン力レバ一5 の位置

は中立位置のままであり、条件として自車の傾きのみが異なっている。

[0073] 自車が停車中である場合には、重力加速度以外の加速度は携帯端末3 にも

センサユニット2 にも生じない。よって、図8 に示すように、レバ一側実加

速度は、自車の傾きの分だけレバー側基準加速度 （a 1 s ) から角度が変移

(図8 の I e 1 ) した加速度となり、携帯側実加速度は、自車の傾きの分

だけ携帯側基準加速度 （a 2 s ) から角度が変移 （図8 の m o 1 ) した加

速度となる。なお、 Ι Θ 1の l e は l e v e r の略であり、 m o 1のm

o はm o b i I e の略である。以降で用いる 「I e 」及び 「m o 」について



も同様である。

[0074] 図 8 の例では、学習処理を行った際の条件と同様にウィン力レバ一 5 は中

立位置であって、ウィン力レバ一 5 の位置は変わっていない。自車は停車中

であって、携帯端末 3 もセンサュニッ卜2 も自車に対する姿勢は変化 してい

ないため、自車の傾きによるレバ一側基準加速度 （a 1 s ) からのレバ一側

実加速度の実変移角 （Θ I e 1 ) は、自車の傾きによる携帯側基準加速度 （

a 2 s ) からの携帯側実加速度の実変移角 （ m o 1 ) と等 しくなる害であ

る。

[0075] また、図 9 に示すように、学習処理を行った際の条件と自車の走行状態の

みが異なり、自車が走行中である場合には、重力加速度以外に、自車の走行

によって生 じる加速度が携帯端末 3 にもセンサュニッ卜2 にも生 じる。よつ

て、図 9 に示すように、自車の走行によって生 じる加速度の分だけレバ一側

基準加速度 （a 1 s ) から角度が変移 （図 9 の I e 2 ) したレバ一側実加

速度と、自車の走行によって生 じる分だけ携帯側基準加速度 （a 2 s ) から

角度が変移 （図 9 の m o 2 ) した携帯側実加速度が得 られることになる。

[0076] 図 9 の例では、学習処理を行った際の条件と同様にウィン力レバ一 5 は中

立位置であって、ウィン力レバ一 5 の位置は変わっていない。また、自車の

傾きは学習処理を行った際と同じであるため、自車の走行によって生 じるレ

バー側基準加速度 （a 1 s ) からのレバー側実加速度の実変移角 （Θ I e 2

) は、自車の走行によって生 じる携帯側基準加速度 （a 2 s ) からの携帯側

実加速度の実変移角 （ m o 2 ) と等 しくなる害である。

[0077] 以上のことから、 レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からのレバ一側実加速度

の実変移角 （ I e とする）と、自車の走行によって生 じる携帯側基準加速

度 （a 2 s ) からの携帯側実加速度の実変移角 （Θ m o とする）とが近似す

る場合には、ウィン力レバ一 5 が中立位置であると言えることになる。

[0078] 続いて、ウィン力レバ一 5 の位置が右点灯位置となった場合についての説

明を行う。図 1 0 に示すように、学習処理を行った際の条件と同じ条件から

、ウィン力レバ一 5 の位置が中立位置から右点灯位置に移った場合、 レバ一



側実加速度は、ウィン力レバ一 5 の位置が変化 した分だけレバ一側基準加速

度 （a 1 s ) から角度が変移 （図 1 0 の I e 3 ) した加速度となる。

[0079] ここで、図 8 で説明したのと同様の自車の傾きが生じていた場合には、携

帯側加速度センサ 3 2 で検出する携帯側実加速度は、自車の傾きの分だけ携

帯側基準加速度 （a 2 s ) から角度が変移 （図 1 0 の m o 1 ) した加速度

となる。

[0080] また、 レバ一側加速度センサ 2 1 で検出するレバ一側実加速度は、 レバ一

側基準加速度 （a 1 s ) からの、ウィン力レバ一 5 の位置が右点灯位置に変

化 した分の変移 （つまり、 I e 3 ) と、自車の傾き分の変移 （前述の I

e 1 ) とを足 した分だけ角度が変移 （図 1 0 の I e 4 ) した加速度となる

[0081 ] 加えて、図 9 で説明したのと同様の自車の加速が生じていた場合には、携

帯側加速度センサ 3 2 で検出する携帯側実加速度は、自車の走行によって生

じる加速度の分だけさらに角度が変移 （図 1 1 の m o 2 ) した加速度とな

る。つまり、携帯側基準加速度 （a 2 s ) から、自車の傾き分の変移 （ m

o 1 ) 、及び自車の走行によって生じる加速度分の変移 （ m o 2 ) をした

携帯側実加速度が得られることになる。

[0082] —方、 レバ一側加速度センサ 2 1 で検出するレバ一側実加速度は、自車の

走行によって生じる加速度の分だけさらに角度が変移 （図 1 1 の I e 2 )

した加速度となる。つまり、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) から、ウィン力

レバ一 5 が右点灯位置になった分の変移 （図 1 0 の I e 3 ) 、自車の傾き

分の変移 （Θ I e 1 ) 、及び自車の走行によって生じる加速度分の変移 （Θ

I e 2 ) をしたレバ一側実加速度が得られる。

[0083] 前述 したように、 m o 1 と Ι Θ 1 とは等 しく、 m o 2 と Ι Θ 2 も

等 しいので、携帯側加速度センサ 3 2 とレバ一側加速度センサ 2 1 とで検出

される加速度には、ウィン力レバ一 5 が右点灯位置になった分の変移 ( θ I

e 3 ) による違いのみが存在する。従って、この違いがあるかによって、ゥ

ィンカ レバ一 5 が右点灯位置であるか検出することができる。



[0084] しかしながら、携帯側基準加速度 （a 2 s ) から携帯側実加速度への変移

角 （図 1 1の m o 5 ) と、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からレバ一側実

加速度への変移角 （図 1 1の I e 5 ) とを単純に差し引きしても、ウィン

力レバ一5 が右点灯位置になった分の変移角 I e 3 になるとは限らない。

これは、自車の走行による加速方向が自車の傾きの回転平面上になく、且つ

、携帯側加速度センサ3 2 とレバ一側加速度センサ 2 1 との検出軸が互いに

ずれているため、 Ο 1 と Ο 2 、 θ I e 4 と I e 2 とを同じ平面上

に表すことができず、 Ι Ο 1 + Θ Ι Ο 2 ≠ Θ Ι Ο 5 、 θ I e 4 + Θ I e 2

≠ Θ I e 5 となってしまうことによる。

[0085] そこで、ウィン力レバ一5 が右点灯位置であるかは、以下のようにして検

出する。図 1 2 に示すように、ウィン力レバ一5 が中立位置から右点灯位置

に移った場合の右点灯位置変移ベクトル （r R ) 分を、観測値であるレバ一

側実加速度 （以下、 a 1 ) から戻してやる。この右点灯位置変移べクトル （

r R ) 分をレバ一側実加速度 （a 1 ) から戻した加速度 （以下、 a 1 —R )

は、ウィン力レバ一5 が右点灯位置であったのならば、ウィン力レバ一5 が

右点灯位置になつた分の変移に相当する加速度成分が除かれたものとなる。

よって、右点灯位置変移べクトル （r R ) 分をレバー側実加速度 （a 1 ) か

ら戻した加速度 （a 1 —R ) の、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からの仮定

上の変移角 （以下、 e R )が、携帯側基準加速度 （a 2 s ) から携帯側実

加速度への実変移角 （ m o ) と等しくなる害である。

[0086] 従って、右点灯位置変移べクトル （前述の r R ) 分をレバー側実加速度か

ら戻した加速度の、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からの仮定上の変移角 （

以下、 I e R ) が、携帯側基準加速度 （a 2 s ) から携帯側実加速度への

実変移角 （つまり、 m o ) と近似する場合、ウィン力レバ一5 が右点灯位

置と言える。仮定上の変移角 （Θ I e R )を以降では右位置用仮定変移角 （Θ

I e R ) と呼ぶ。

[0087] ウィン力レバ一5 が左点灯位置であるかの検出についても同様である。図

1 3 に示すように、左点灯位置変移ベクトル （r L ) 分をレバー側実加速度



( a 1 ) か ら戻 した加速度 （以下、 a 1 _ L ) の、 レバ一側基準加速度 （a

1 s ) か らの仮定上の変移角 （以下、 I e L ) が、携帯側基準加速度 （a

2 s ) か ら携帯側実加速度への実変移角 （ m o ) と近似する場合、 ウィン

カ レバー 5 が左点灯位置 と言える。仮定上の変移角 Θ I e L ) を以降では左

位置用仮定変移角 （ I e L ) と呼ぶ。

[0088] また、前述 したように、 レバ一側基準加速度 （a 1 s ) か らレバ一側実加

速度への実変移角 （Θ I e ) が、携帯側基準加速度 （a 2 s ) か ら携帯側実

加速度への実変移角 （ m o ) と近似する場合、 ウィン力 レバ一 5 が中立位

置 と言える。

[0089] < 実施形態 1 における操作位置検 出関連処理>

続いて、図 1 4 のフローチヤ一 卜を用いて、実施形態 1 における携帯端末

3 の携帯側制御部 3 3 でのウィン力 レバ一 5 の位置の検 出に関連する処理 （

以下、操作位置検 出関連処理）についての説明を行 う。操作位置検 出関連処

理では、前述 したウィン力 レバ一 5 の位置の検 出方法を用いて、 ウィンカ レ

バ一 5 の位置を検 出する。図 1 4 のフローチヤ一 卜は、前述の学習処理が実

施済みであって、且つ、送信要求部 3 3 3 か ら送信要求が行われた場合 に開

始する構成 とすればよい。

[0090] 前述の学習処理が実施 された後 に、送信要求部 3 3 3 か ら送信要求が行わ

れる例 と しては、タイミング判定部 3 3 8 でウィン力 レバ一 5 の位置の検 出

が必要 となるタイミングと判定 した場合が挙 げられる。タイミング判定部 3

3 8 では、例えば、 ウィン力 レバ一 5 の位置の検 出が運転支援のために必要

な場合 には、 この運転支援の準備 をすべ き状態を、 ウィン力 レバ一 5 の位置

の検 出が必要 となるタイミングと判定する。

[0091 ] 運転支援の準備 をすべ き状態 とは、 自車周辺に他車が存在する場合や交差

点近傍の場合などがある。 また、タイミング判定部 3 3 8 は、 ウインカ レバ

— 5 の位置の検 出が必要でな くなったタイミングも判定 して、センサュニ ッ

卜2 か らの レバ一側加速度の送信を停止させる停止要求を行わせる構成 とす

ればよい。



[0092] まず、S 2 1では、レバ一側加速度受信部 3 3 4 が前述のレバ一側加速度

受信処理を行って、センサユニット2 から送信されてくるレバ一側加速度 （

つまり、レバ一側実加速度）を受信し、S 2 2 に移る。S 2 2 では、携帯側

加速度取得部 3 3 5 が前述の携帯側加速度取得処理を行って、自端末の携帯

側加速度センサ3 2 で検出した携帯側加速度を取得し、S 2 3 に移る。

[0093] S 2 3 では、レバ一側加速度受信処理で受信したレバ一側実加速度と、学

習結果蓄積部 3 3 7 に記憶されている左点灯位置変移べクトル （r L ) 及び

右点灯位置変移ベクトル （r R ) とから、仮定ベクトル決定部 3 3 9 が仮定

べクトル決定処理を行う。

[0094] 仮定べクトル決定処理では、レバー側実測加速度を左点灯位置変移べク卜

ル （r L ) の逆方向分 （_ r L ) だけずらした左位置用ずらしベクトル （a

- L ) を決定する （図 1 3 参照）。また、この仮定ベクトル決定処理では

、レバー側実測加速度を右点灯位置変移べクトル （r R ) の逆方向分 ( ― r

R ) だけずらした右位置用ずらしベクトル （a 1 _ R ) も決定する （図 1 2

参照）。

[0095] S 2 4 では、実変移角算出部 3 4 0 が、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶され

ているレバー側基準加速度 （a 1 s ) と、レバー側加速度受信処理で受信し

たレバー側実加速度とのなす実変移角 Θ I e ) を算出する実変移角算出処

理を行う。ここでの実変移角 （ I e ) は、正負の符号のない絶対値である

[0096] また、S 2 4 の実変移角算出処理では、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶され

ている携帯側基準加速度 （a 2 s ) と、携帯側加速度取得処理で取得した携

帯側実加速度とのなす実変移角 （ m o ) を算出する。ここでの実変移角 （

Θ m o ) は、正負の符号のない絶対値である。

[0097] S 2 5 では、第 1仮定変移角算出部 3 4 1が、レバ一側基準加速度 （a 1

s ) と、仮定べクトル決定処理で決定した左位置用ずらしべクトル （a 1 —

L ) とのなす左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) を算出する第 1仮定変移角算

出処理を行う （図 1 3 参照）。また、第 1仮定変移角算出処理では、レバ一



側基準加速度と、仮定べク トル決定処理で決定 した右位置用ずらしべク トル

( a 1 - R ) とのなす右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) を算出する。ここで

の左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) は

、例えば正負の符号のない絶対値とする。左位置用ずらしべク トル （a 1 _

L ) 及び右位置用ずらしべク トル （a 1 —R ) は仮定べク トルに相当する。

また、左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R

) は第 1仮定変移角算出部で算出する仮定変移角に相当する。

[0098] S 2 6 では、第 1最近似判定部 3 4 が、実変移角算出処理で算出した実

変移角 （ I e ) 、第 1仮定変移角算出処理で算出した左位置用仮定変移角

( e L ) 及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) のうち、実変移角算出処

理で算出した実変移角 （ m o ) に最も値が近いものを判定する第 1最近似

判定処理を行う。

[0099] S 2 7 では、第 1最近似判定処理の結果、実変移角 （Θ I e ) が実変移角

( Θ m o ) に最近似であった場合 （S 2 7 でY E S ) には、 S 2 8 に移る。

一方、実変移角 （ I e ) が実変移角 （ m o ) に最近似でなかった場合 （

S 2 7 で N 〇）には、 S 2 9 に移る。 S 2 8 では、操作位置検出部 3 4 3 が

、ウィン力レバ一 5 の位置を中立位置と検出する。この実変移角 （Θ I e )

は操作側変移角に相当し、実変移角 （ m o ) は固定側変移角に相当する。

[01 00] S 2 9 では、第 1最近似判定処理の結果、左位置用仮定変移角 （Θ I e L

) が実変移角 （ m o ) に最近似であった場合 （S 2 9 でY E S ) には、 S

3 0 に移る。一方、左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) が実変移角 （ m o )

に最近似でなかった場合 （S 2 9 で N O ) 、つまり、右位置用仮定変移角 （

I e R ) が実変移角 （ m o ) に最近似であった場合にはS 3 1 に移る。

[01 0 1 ] S 3 0 では、操作位置検出部 3 4 3 が、ウィン力レバ一 5 の位置を左点灯

位置と検出する。 S 3 1 では、操作位置検出部 3 4 3 が、ウィン力レバ一 5

の位置を右点灯位置と検出する。

[01 02] 左点灯位置変移べク トル （r L ) 及び右点灯位置変移べク トル （r R ) は

、学習処理時に予め学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 しておいたものであり、操



作位置検 出関連処理時 とは自車の挙動が必ず しも一致 しないため、実際の状

況 とは誤差が幾分生 じる。 しか しなが ら、本実施形態では、実変移角 （Θ I

e ) 、左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 、及び右位置用仮定変移角 （Θ I e

R ) の うち、実変移角 （ m o ) に最 も値が近いものを判定するので、上述

の誤差の影響 を抑 えて精度良 くウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出することが可

能 とな っている。

[01 03] S 3 2 では、操作位置検 出関連処理の終 了タイミングであ った場合 （S 3

2 で Y E S ) には、図 1 4 の処理 を終 了する。一方、操作位置検 出関連処理

の終 了タイミングでなか った場合 （S 3 2 で N O ) には、 S 2 1 に戻 って処

理 を繰 り返す。操作位置検 出関連処理の終 了タイミングの一例 と しては、携

帯側制御部 3 3 が前述の停止要求を行 つた ときや前述のアプ リケーシ ョンプ

ログラムが終 了 した ときな どがある。

[01 04] < 実施形態 1 の まとめ>

レバ一側加速度センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3 2 とのいずれもが、少

な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出する 3 軸 の加速度センサであるので

、 自車の運動 中には、 レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速度センサ 3

2 の検 出結果 と しての加速度 には、重力加速度だけでな く、 自車の挙動 に起

因する加速度成分 も含 まれることになる。

[01 05] 従 って、車両 に置かれた り固定された りする携帯端末 3 の携帯側加速度セ

ンサ 3 2 の検 出結果 を比較の対象 とすることで、 自車の挙動 に起因する加速

度成分 を減 じて、 ウィン力 レバ一 5 の位置の違いによる加速度の違いを判断

することが可能 になる。 よって、 よ り精度良 くウィン力 レバ一 5 の位置 を検

出することが可能 になる。

[01 06] また、実施形態 1 の構成では、 レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出する加速度 自体 を比較の対象 とするのではな く、ある条

件下で学習 した基準 となる加速度か らの変移量 （すなわち、実変移角 （ m

o ) と、実変移角 （Θ I e ) 、左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 、及び右位

置用仮定変移角 （Θ I e R ) を比較の対象 とする。 よって、 レバ一側加速度



センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3 2 との軸が一致 していな くても、比較 を

することが可能であ り、 レバ一側加速度センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3

2 との検 出軸 を一致 させ るためにセンサュニ ッ 卜2 や携帯端末 3 の向 きを合

わせ るといつた手間を必要 と しないという利点がある。

[01 07] (実施形態 2 )

本開示は前述の実施形態 に限定されるものではな く、次の実施形態 2 も本

開示の技術的範囲に含 まれる。以下では、 この実施形態 2 について説明を行

う。なお、説明の便宜上、 この実施形態 2 以降の説明において、それまでの

実施形態の説明に用いた図に示 した部材 と同一の機能 を有する部材 について

は、 同一の符号 を付 し、その説明を省略する。

[01 08] 実施形態 2 の車両用操作検 出システム 1 は、前述の左点灯位置変移べ ク 卜

ル （r L ) 及び右点灯位置変移べ ク トル （r R ) の代わ りに、後述の左点灯

位置変移角及び右点灯位置変移角を用いる点を除けば、実施形態 1 の車両用

操作検 出システム 1 と同様である。

[01 09] 図 1 5 に示すように、携帯側制御部 3 3 は、端末センサ情報取得部 3 3 1

、センサ情報蓄積部 3 3 2 、送信要求部 3 3 3 、 レバ一側加速度受信部 3 3

4 、携帯側加速度取得部 3 3 5 、学習処理部 3 3 6 、学習結果蓄積部 3 3 7

、 タイミング判定部 3 3 8 、実変移角算出部 3 4 0 、操作位置検 出部 3 4 3

、第 2 仮定変移角算出部 3 4 4 、及び第 2 最近似判定部 3 4 5 を備 えている

[01 10 ] < 実施形態 2 における学習処理 >

実施形態 2 の学習処理部 3 3 6 では、以下の学習処理 を行 う。 ここで、図

1 6 のフローチヤ一 卜を用いて、実施形態 2 における学習処理部 3 3 6 での

学習処理 について説明を行 う。

[01 11] まず、 S 4 1 〜 S 4 7 までの処理 は、前述の S 1 〜 S 7 までの処理 と同様

である。 S 4 8 では、 S 4 3 で取得 した、 ウィン力 レバ一 5 が中立位置であ

るときの レバ一側基準加速度 （a 1 s ) と、 ウィン力 レバ一 5 が左点灯位置

にあるときの レバ一側加速度 （a 1 s L ) とがなす角 （以下、左点灯位置変



移角）を学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 してお く。

[01 12] S 4 9 〜 S 5 1 までの処理 は、前述の S 9 〜 S 1 1 までの処理 と同様であ

る。 S 5 2 では、 S 4 3 で取得 した、 ウィン力 レバ一 5 が中立位置であると

きの レバ一側基準加速度 （a 1 s ) と、 ウィン力 レバ一 5 が左点灯位置 にあ

るときの レバ 一側加速度 （a 1 s L ) とがなす角 （以下、右点灯位置変移角

) を学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 してお く。例 えば、 レバ ー側基準加速度 （

a 1 s ) のベ ク トル を基準 と して時計回 りの場合 には負の符号 を付 け、反時

計回 りの場合 には正の符号 を付 けるもの とする。

[01 13] < 実施形態 2 における操作位置検 出関連処理 >

続 いて、図 1 7 の フローチヤ一 卜を用いて、実施形態 2 における携帯端末

3 の携帯側制御部 3 3 での操作位置検 出関連処理 についての説明を行 う。図

1 7 の フ 口一 チ ヤ一 卜も、前述の学習処理が実施済みであ って、且つ、送信

要求部 3 3 3 か ら送信要求が行われた場合 に開始する構成 とすればよい。

[01 14] 実施形態 1 における操作位置検 出関連処理では、 レバ一側実加速度 を、 ゥ

インカ レバー 5 の位置が左点灯位置や右点灯位置 にあると した場合の変移べ

ク トル （つまり、 r L 々 r R ) だけず らす処理 を行 った。 これに対 し、実施

形態 2 における操作位置検 出関連処理では、 レバー側基準加速度 （a 1 s )

か らの レバ一側実加速度の実変移角 （Θ I e ) か ら、 ウィン力 レバ一 5 の位

置が左点灯位置や右点灯位置 にあると した場合の変移角 （つまり、左点灯位

置変移角や右点灯位置変移角）だけ差 し引 く処理 を行 う点が異な つている。

左点灯位置変移角や右点灯位置変移角は位置別変移角に相 当する。

[01 15] まず、 S 6 1 〜 S 6 2 までの処理 は、実施形態 1 の S 2 1 〜 S 2 2 までの

処理 と同様である。

[01 16] S 6 3 では、実施形態 1 の S 2 4 と同様 に して、実変移角算出部 3 4 0 が

、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 されている前述の レバ一側基準加速度 （a 1

s ) と、 レバー側加速度受信処理で受信 した レバー側実加速度 とのなす実変

移角 Θ I e ) を算 出する実変移角算出処理 を行 う。ただ し、実施形態 2 で

は、例 えば、 レバ 一側基準加速度 （a 1 s ) を基準 と して時計回 りの場合 に



は負の符号 を付 け、半時計回 りの場合 には正の符号 を付 けるもの とする。

[01 17] なお、本実施形態では、時計回 りの場合 には負の符号 を付 け、反時計回 り

の場合 には正の符号 を付 ける構成 を示 したが、必ず しもこれに限 らない。例

えば、反時計回 りの場合 には負の符号 を付 け、時計回 りの場合 には正の符号

を付 ける構成 と してもよい。

[01 18] また、 S 6 3 の実変移角算出処理では、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 され

ている携帯側基準加速度 （a 2 s ) のベ ク トル と、携帯側加速度取得処理で

取得 した携帯側実加速度のベ ク トル とのなす実変移角 （ m o ) を算 出する

。 ここでの実変移角 （ m o ) は、実施形態 1 の場合 と同様 に、正負の符号

のない絶対値 とすればよい。

[01 19] S 6 4 では、第 2 仮定変移角算出部 3 4 4 が、実変移角算出処理で算出 し

た実変移角 （ I e ) か ら、学習結果蓄積部 3 3 7 に記憶 されている左点灯

位置変移角の逆符号分の角度だけ差 し引いた仮定上の変移角 （ I e L a )

を算 出する第 2 仮定変移角算出処理 を行 う。 また、 S 6 4 の第 2 仮定変移角

算出処理では、実変移角算出処理で算出 した実変移角 （ I e ) か ら、学習

結果蓄積部 3 3 7 に記憶 されている右点灯位置変移角の逆符号分の角度だけ

差 し引いた仮定上の変移角 （Θ I e R ) を算 出する。

[01 20] 変移角 （Θ I e L ) 及び変移角 （Θ I e R ) は第 2 仮定変移角算出部

で算出する仮定変移角に相 当する。以降では、変移角 （Θ I e L a ) を左位

置用仮定変移角 （ I e L a ) と呼び、変移角 （Θ I e R a ) を右位置用仮

定変移角 Θ I e R a ) と呼ぶ。

[01 2 1 ] S 6 5 では、第 2 最近似判定部 3 4 5 が、実変移角算出処理で算出 した実

変移角 （ I e ) 、 第 2 仮定変移角算出処理で算出 した左位置用仮定変移角

Θ I e L a ) 及び右位置用仮定変移角 Θ I e R a ) の絶対値の うち、実

変移角算出処理で算出 した実変移角 （ m o ) の絶対値 に最 も値が近いもの

を判定する。

[01 22] S 6 6 では、第 2 最近似判定処理の結果、実変移角 （Θ I e ) が実変移角

( Θ m o ) に最近似であ った場合 （S 6 6 で Y E S ) には、 S 6 7 に移 る。



一方、実変移角 （ I e ) が実変移角 （ m o ) に最近似でなか った場合 （

S 6 6 で N 〇）には、 S 6 8 に移 る。 S 6 7 では、操作位置検 出部 3 4 3 が

、 ウィン力 レバ一 5 の位置 を中立位置 と検 出する。

[ 0 123] S 6 8 では、第 2 最近似判定処理の結果、左位置用仮定変移角 （Θ I e L

) が実変移角 （ m o ) に最近似であ つた場合 （S 6 8 で Y E S ) には、

S 6 9 に移 る。一方、左位置用仮定変移角 （Θ I e L a ) が実変移角 （ m

o ) に最近似でなか った場合 （S 6 8 で N O ) 、つまり、右位置用仮定変移

角 ( Θ I e R a ) が実変移角 （ m o ) に最近似であ った場合 には S 7 0 に

移 る。

[ 0 124] S 6 9 では、操作位置検 出部 3 4 3 が、 ゥィンカ レバ一 5 の位置 を左点灯

位置 と検 出する。 S 7 0 では、操作位置検 出部 3 4 3 が、 ウィン力 レバ一 5

の位置 を右点灯位置 と検 出する。 S 7 1 の処理 は、実施形態 1 の S 3 2 と同

様である。

[01 25] < 実施形態 2 のまとめ>

実施形態 2 の構成では、 ゥィンカ レバー 5 の位置が左点灯位置や右点灯位

置 にあると した場合の レバ一側基準加速度 （a 1 s ) か らの左位置用仮定変

移角 （Θ I e L ) や右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) を、左点灯位置や

右点灯位置 にあると した場合の変移べ ク トル分 を戻す ことで求めるのでな く

、左点灯位置変移角や右点灯位置変移角を差 し引 くことで求めている。

[ 0 126] 実施形態 1 における< ウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出で きる根拠 について

> で も述べたように、 自車の走行 による加速方向が 自車の傾 きの回転平面上

にな く、且つ、携帯側加速度センサ 3 2 とレバ一側加速度センサ 2 1 との検

出軸が互いにずれている場合 には、 レバ一側加速度センサ 2 1 で検 出する、

自車の走行 によって生 じる加速度成分 と、 自車の傾 きに応 じた加速度成分 と

、 ウィン力 レバ一 5 の位置 に応 じた加速度成分 とは、 同一平面上 に表す こと

がで きない。 よって、実施形態 1 の構成 に比べて、 ウィン力 レバ一 5 の位置

が左点灯位置や右点灯位置 にあると した場合の加速度 とレバー側基準加速度

( a 1 s ) との変移角の算出精度が劣 る。



[01 27] しか しなが ら、実施形態 2 の構成では、実変移角 （Θ I e ) が実変移角 （

m o ) 、左点灯位置用変移角 （Θ I e L ) 、及び右点灯位置用変移角 （

Θ I e R ) のいずれに最 も近似 しているかによって、 ウィン力 レバ一 5 の

位置 を検 出するので、左点灯位置用変移角 （ I e L ) 及び右点灯位置用

変移角 θ I e R ) の精度が劣 った場合でも、 ウィン力 レバ一 5 の位置 を

誤 りな く検 出することは可能 とな っている。従 って、実施形態 2 の構成 によ

つても、精度良 くウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出することが可能 になる。

[01 28] また、実施形態 2 の構成でも、 レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速

度センサ 3 2 で検 出する加速度 自体 を比較の対象 とするのではな く、ある条

件下で学習 した基準 となる加速度か らの変移量 （すなわち、実変移角 （ m

o ) と、実変移角 （Θ I e ) 、左点灯位置用変移角 （Θ I e L ) 、及び右

点灯位置用変移角 ( Θ I e R a ) ) を比較の対象 とする。 よって、 レバ一側

加速度センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3 2 との軸が一致 していな くても、

比較 をすることが可能であ り、 レバ一側加速度センサ 2 1 と携帯側加速度セ

ンサ 3 2 との検 出軸 を一致 させ るためにセンサュニ ッ 卜2 や携帯端末 3 の向

きを合わせ るといつた手間を必要 と しないという利点がある。

[01 29] < 変形例 1 >

前述の実施形態 1 及び実施形態 2 では、 中立位置 といった基準 となる位置

か らそれぞれ別方向に操作位置が変化するウィン力 レバ一 5 にセンサュニ ッ

卜2 を取 り付 けた場合の例 を挙 げて説明を行 ったが、必ず しもこれに限 らな

し、。例 えば、基準 となる位置か ら同方向のみに操作位置が複数段階変化する

操作部材 にセンサユニ ッ ト2 を取 り付 けた場合 にも本開示 を適用することが

で きる。

[01 30] < 変形例 2 >

なお、実施形態 2 において、基準 となる位置か ら同方向のみに操作位置が

複数段階変化する操作部材 にセンサユニ ッ ト2 を取 り付 けた場合であ って、

且つ、 レバ一側加速度センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3 2 の 3 つの検 出軸

が一致するように した場合 には、実変移角 （Θ I e ) 、左点灯位置用変移角



( Θ I e L a ) 、及び右点灯位置用変移角 （Θ I e R a ) を符号な しの絶対

値 と して扱 う構成 と してもよい。

[01 3 1 ] (実施形態 3 )

本開示は前述の実施形態 に限定されるものではな く、次の実施形態 3 も本

開示の技術的範囲に含 まれる。以下では、 この実施形態 3 について説明を行

ラ。

[01 32] 実施形態 3 の車両用操作検 出システム 1 は、 ウィン力 レバ一 5 の位置 まで

を検 出するのではな く、 ウィン力 レバ一 5 の操作の有無 を検 出する点を除け

ば、実施形態 1 の車両用操作検 出システム 1 と同様である。

[01 33] 実施形態 3 の レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速度センサ 3 2 は、

実施形態 1 の レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速度センサ 3 2 と同様

である。

[01 34] また、図 1 8 に示すように、携帯側制御部 3 3 は、端末センサ情報取得部

3 3 1 、センサ情報蓄積部 3 3 2 、送信要求部 3 3 3 、 レバ一側加速度受信

部 3 3 4 、携帯側加速度取得部 3 3 5 、学習処理部 3 3 6 、学習結果蓄積部

3 3 7 、 タイミング判定部 3 3 8 、実変移角算出部 3 4 0 、一致判定部 3 4

6 、及び操作検 出部 3 4 7 を備 えている。

[01 35] < 実施形態 3 における学習処理 >

実施形態 3 の学習処理部 3 3 6 では、以下の学習処理 を行 う。 ここで、図

1 9 の フローチヤ一 卜を用いて、実施形態 3 における学習処理部 3 3 6 での

学習処理 について説明を行 う。 S 8 1 〜 S 8 5 までの処理 は、実施形態 1 の

S 1 〜 S 5 までの処理 と同様である。

[01 36] < 実施形態 3 における操作検 出関連処理 >

ここで、図 2 0 の フローチヤ一 卜を用いて、実施形態 3 における携帯端末

3 の携帯側制御部 3 3 でのウィン力 レバ一 5 の操作の検 出に関連する処理 （

以下、操作検 出関連処理）についての説明を行 う。図 2 0 の フローチヤ一 卜

も、前述の図 1 4 や図 1 7 の フローチヤ一 卜と同様 に、前述の学習処理が実

施済みであ って、且つ、送信要求部 3 3 3 か ら送信要求が行われた場合 に開



始する構成 とすればよい。

[01 37] まず、 S 9 1 〜 S 9 2 までの処理 は、実施形態 1 の S 2 1 〜 S 2 2 までの

処理 と同様である。 S 9 3 では、実施形態 1 の S 2 4 と同様 に して、実変移

角算出部 3 4 0 が実変移角算出処理 を行 う。

[01 38] S 9 4 では、一致判定部 3 4 6 が、実変移角算出処理で算出 した実変移角

( e ) と実変移角算出処理で算出 した実変移角 （ m o ) とが一致する

か否かを判定する一致判定処理 を行 う。なお、実変移角 （Θ I e ) と実変移

角 （ m o ) とが同 じ値であ った場合 に一致すると判定する構成 と してもよ

い し、実変移角 （ I e ) と実変移角 （ m o ) との差が所定値以下であ つ

た場合 に一致すると判定する構成 と してもよい。

[01 39] S 9 5 では、一致判定処理で実変移角 （Θ I e ) と実変移角 （ m o ) と

が一致すると判定 した場合 （S 9 5 で Y E S ) には、 S 9 6 に移 る。一方、

実変移角 （ I e ) と実変移角 （ m o ) とが一致 しないと判定 した場合 （

S 9 5 で N O ) には、 S 9 7 に移 る。 S 9 6 では、操作検 出部 3 4 7 が、 ゥ

インカ レバ一 5 の操作な しと検 出する。 また、 S 9 7 では、操作検 出部 3 4

7 が、 ウィン力 レバ一 5 の操作あ りと検 出する。

[0140] S 9 8 では、操作検 出関連処理の終 了タイミングであ った場合 （S 9 8 で

Y E S ) には、 フローを終 了する。一方、操作検 出関連処理の終 了タイミン

グでなか った場合 （S 9 8 で N O ) には、 S 9 1 に戻 ってフローを繰 り返す

。操作検 出関連処理の終 了タイミングの一例 と しては、携帯側制御部 3 3 が

前述の停止要求を行 った ときや前述のアプ リケ一シ ヨンプログラムが終 了 し

た ときな どがある。

[0141 ] < 実施形態 3 のまとめ>

レバ一側加速度センサ 2 1 と携帯側加速度センサ 3 2 とのいずれもが、少

な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出する 3 軸の加速度センサであるので

、 自車の運動 中には、 レバ一側加速度センサ 2 1 及び携帯側加速度センサ 3

2 の検 出結果 と しての加速度 には、重力加速度だけでな く、 自車の挙動 に起

因する加速度成分 も含 まれることになる。従 って、車両 に置かれた り固定さ



れたりする携帯端末 3 の携帯側加速度センサ 3 の検出結果を比較の対象と

することで、自車の挙動に起因する加速度成分を減 じて、ウィン力レバ一 5

が中立位置の場合とそれ以外の位置場合との加速度の違いを判断することが

可能になる。よって、より精度良くウィン力レバ一 5 の操作の有無を検出す

ることが可能になる。

[0142] < 変形例 3 >

実施形態 3 の構成では、ウィン力レバ一 5 が左点灯位置や右点灯位置にあ

るとした場合については考慮せず、ウィン力レバ一 5 が中立位置にあるとし

た場合についてのみを考慮 している。ウィン力レバ一 5 が中立位置から左点

灯位置や右点灯位置に移る場合に、その変移べク トルは 1 つの平面上に表す

ことはできない関係にあるため、ゥィンカレバ一 5 が左点灯位置や右点灯位

置にあるとした場合について考慮する場合には、 3 軸のレバ一側加速度セン

サ 2 1 が必要となる。 しか しながら、実施形態 3 では、ウィン力レバ一 5 が

左点灯位置や右点灯位置にあるとした場合について考慮 しないで済むので、

例えば、重力加速度方向を少なくとも検出できる2 軸のレバ一側加速度セン

サ 2 1 を用いる構成としてもよい。また、 2 軸のレバ一側加速度センサ 2 1

を用いる場合には、実変移角 （ I e ) と実変移角 （ m o ) とを比較可能

にするため、 レバ一側加速度センサ 2 1 の 2 つの検出軸と携帯側加速度セン

サ 3 2 の 2 つの検出軸とを一致させる必要がある。

[0143] (変形例 4 )

前述の実施形態 1 〜 3 には、携帯端末 3 とセンサュニッ卜2 との配置によ

つては、自車の旋回中にウィン力レバ一 5 の位置や操作の有無を判定する精

度が低下する問題点がある。詳 しくは、以下の通りである。

[0144] 車両が旋回中には、車両内における旋回の中心軸から離れた位置ほど強い

遠心力が働 く。よって、自車が旋回中であり、旋回の中心軸からの距離が携

帯端末 3 とセンサユニット2 とで異なる場合、図 2 1 に示すように、携帯端

末 3 とセンサュニッ卜2 とに働 く遠心力に差が生 じる。

[0145] ここで、図 2 2 を用いて、携帯端末 3 とセンサユニット2 とに働 く遠心力



の差によって、ウィン力レバ一5 の位置の検出精度が低下する一例について

の説明を行う。図2 2 の例では、ウィン力レバ一5 は中立位置、且つ、自車

は旋回中であって、センサュニッ卜2 には携帯端末 3 よりも大きな遠心力が

生じているものとする。

[0146] ウィン力レバ一5 が中立位置の場合には、遠心力を考慮しないと、実施形

態 1 〜 3 で述べたように、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からのレバ一側実

加速度の実変移角 Θ I e ) と、携帯側基準加速度 （a 2 s ) からの携帯側

実加速度の実変移角 （ m o ) とは等しくなる害である。

[0147] しかしながら、センサュニッ卜2 に働く遠心力が携帯端末 3 に働く遠心力

よりも大きくなると、図2 2 に示すように、この遠心力の差の分だけ、レバ

—側加速度センサ 2 1で検出されるレバ一側実加速度と、携帯側加速度セン

サ3 2 で検出される携帯側実加速度とのべクトルのずれが大きくなる。そし

て、このベクトルのずれにより、レバ一側基準加速度 （a 1 s ) からのレバ

一側実加速度の実変移角 Θ I e ) と、携帯側基準加速度 （a 2 s ) からの

携帯側実加速度の実変移角 （ m o ) とが乖離してしまう。その結果、ウイ

ンカレバ一5 は中立位置であるのに、ウィン力レバ一5 を中立位置と検出で

きなくなる問題点が生じる場合がある。

[0148] 以上の問題点を解決する構成として、以下では、変形例4 について説明を

行う。なお、説明の便宜上、前述の実施形態の説明に用いた図に示した部材

と同一の機能を有する部材については、同一の符号を付し、その説明を省略

する。

[0149] 変形例4 の車両用操作検出システム 1は、差分算出部 3 4 8 及び閾値判定

部 3 4 9 を携帯側制御部 3 3 にさらに備える点と、操作位置検出部 3 4 3 や

操作検出部 3 4 7 での処理が一部異なる点を除けば、実施形態 1 〜 3 の車両

用操作検出システム 1 と同様である。

[01 50] < 変形例4 における携帯側制御部 3 3 >

変形例4 における携帯側制御部 3 3 について説明を行う。ここでは、便宜

上、実施形態 1 において変形例4 を採用する場合について図2 3 を用いて説



明を行 う。図 2 3 では、携帯側制御部 3 3 が備 える構成の うち、変形例 4 の

説明に必要な構成 を示 している。

[01 5 1 ] 変形例 4 における携帯側制御部 3 3 は、前述 したように、実施形態 1 で説

明 した構成 に加 え、差分算出部 3 4 8 及び閾値判定部 3 4 9 をさ らに備 えて

いる。

[01 52] 差分算出部 3 4 8 は、 レバ ー側加速度受信部 3 3 4 で受信 した レバ ー側加

速度 と、携帯側加速度取得部 3 3 5 で取得 した携帯側加速度 とか ら、 この レ

バ ー側加速度の絶対値 とこの携帯側加速度の絶対値 との差 （以下、絶対値差

) を算出する。 この絶対値差が、前述 した レバ 一側加速度 セ ンサ 2 1 で検 出

される レバ 一側実加速度 と、携帯側加速度 セ ンサ 3 2 で検 出される携帯側実

加速度 とのべ ク トルのずれの大 きさにあたる。

[01 53] 閾値判定部 3 4 9 は、差分算出部 3 4 8 で算出 した絶対値差が閾値以上か

否かを判定 し、判定結果 を操作位置検 出部 3 4 3 に出力する。 こ こで言 うと

ころの閾値 とは、 ウ ィン力 レバ 一 5 の位置の検 出精度が低下すると考 え られ

る絶対値差程度の値であ って、任意 に設定可能な値である。

[01 54] < 変形例 4 における携帯側制御部 3 3 >

続 いて、変形例 4 における携帯側制御部 3 3 での操作位置検 出関連処理 に

ついて、図 2 4 に示すフローチヤ一 卜を用いて説明を行 う。図 2 4 の フロー

チヤ一 卜は、図 1 4 の フローチヤ一 卜における S 2 2 の処理の後 に、 S 2 2

a 〜 S 2 2 c の処理 を追加 したものであ って、追加 した S 2 2 a 〜 S 2 2 c

の処理の部分 を抜 き出 して示 している。

[01 55] まず、 S 2 2 に続 くS 2 2 a では、差分算出部 3 4 8 が、 S 2 1 で受信 し

た レバ一側加速度 と、 S 2 2 で取得 した携帯側加速度 とか ら、 この レバ一側

加速度の絶対値 とこの携帯側加速度の絶対値 との絶対値差 を算出する。

[01 56] S 2 2 b では、閾値判定部 3 4 9 が、 S 2 2 a で算 出 した絶対値差が閾値

以上か否かを判定する。そ して、閾値以上 と判定 した場合 （3 2 2 で 丫巳

S ) には、 S 2 3 に移 り、以降の処理 に従 い、 ウ ィン力 レバ 一 5 の位置 を検

出する。一方、閾値未満 と判定 した場合 （S 2 2 b で N O ) には、 S 2 2 c



に移 る。

[01 57] S 2 2 c では、操作位置検 出部 3 4 3 が、前回の操作位置検 出関連処理で

検 出 したウインカ レバ一 5 の位置 を、今回の操作位置検 出関連処理で検 出 し

たウィン力 レバ一 5 の位置 と し、 S 3 2 に移 る。図 2 4 の フローチヤ一 卜に

よると、閾値判定部 3 4 9 で閾値未満 と判定 した回の操作位置検 出関連処理

で検 出 したウィン力 レバ一 5 の位置だけが、 ウィン力 レバ一 5 の位置 とされ

ることになる。 よって、 S 2 2 c の処理 は、閾値判定部 3 4 9 で閾値未満 と

判定 した直近の回の操作位置検 出関連処理で検 出 したウインカ レバ一 5 の位

置の検 出結果 を維持する処理 と言い換 えることがで きる。

[01 58] < 変形例 4 の まとめ>

変形例 4 によれば、 レバー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値差が閾値以

上であ って、 ウィン力 レバ一 5 の位置の検 出精度が低下すると考 え られる場

合 には、絶対値差が閾値未満 と判定 した直近の回の操作位置検 出関連処理で

検 出 したウィン力 レバ一 5 の位置の検 出結果 を維持することになる。絶対値

差が閾値未満 と判定 した回の操作位置検 出関連処理で検 出 したウインカ レバ

- 5 の位置の検 出結果は、検 出精度が低下 していないときの検 出結果である

ので、誤検 出の可能性が低 い。

[01 59] 従 って、変形例 4 によれば、 レバー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値差

が閾値以上であ って、 ゥィンカ レバ一 5 の位置の検 出精度が低下すると考 え

られる状況下においても、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操作位置検 出

関連処理で検 出 したウインカ レバ一 5 の位置の検 出結果 を維持することで、

ウィン力 レバ一 5 の位置 を誤検 出 しないようにすることが可能 になる。

[01 60] < 変形例 5 >

変形例 4 では、閾値判定部 3 4 9 で絶対値差が閾値以上 と判定 した場合 に

、絶対値差が閾値未満 と判定 した直近の回の操作位置検 出関連処理で検 出 し

たウィン力 レバ一 5 の位置の検 出結果 を操作位置検 出部 3 4 3 が維持する構

成 を示 したが、必ず しもこれに限 らない。例 えば、絶対値差が閾値未満 と判

定 した直近の回の操作位置検 出関連処理 における S 2 4 の実変移角算出処理



で算出 した実変移角 （ m o ) 及び実変移角 （ m o ) と、 S 2 5 の第 1 仮

定変移角算出処理で算出 した左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 及び右位置用

仮定変移角 （Θ I e R ) とを維持する構成 と してもよい。 この場合 には、維

持 した実変移角 （ m o ) 、実変移角 （ m o ) 、左位置用仮定変移角 （Θ

I e L ) 、及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) を用いて、 S 2 6 〜 S 3 1

の処理 を行い、 ウィン力 レバ一 5 の位置 を検 出する。

[01 6 1 ] 絶対値差が閾値未満 と判定 した回の、実変移角算出処理で算出 した実変移

角 （ m o ) 及び実変移角 （ m o ) と第 1 仮定変移角算出処理で算出 した

左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R ) とは

、 ウ ィン力 レバ 一 5 の位置の検 出精度が低下 していないときの検 出に用い ら

れた値である。 よって、 この値 を用いればウィン力 レバ一 5 の位置 を誤検 出

する可能性が低 い。

[01 62] 従 って、変形例 5 によっても、 レバ ー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値

差が閾値以上であ って、 ゥ ィンカ レバ 一 5 の位置の検 出精度が低下すると考

え られる状況下において、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操作位置検 出

関連処理 における実変移角算出処理及び第 1 仮定変移角算出処理で算出 した

値 を維持することで、変形例 4 と同様 に、 ウ ィン力 レバ 一 5 の位置 を誤検 出

しないようにすることが可能 になる。

[01 63] < 変形例 6 >

変形例 4 では、実施形態 1 において変形例 4 を採用する場合 について説明

を行 ったが、必ず しもこれに限 らない。例 えば、実施形態 2 において変形例

4 を採用する構成 （以下、変形例 6 ) と してもよい。

[01 64] 変形例 6 で も、変形例 4 と同様 に、図 2 3 に示す構成 を備 え、閾値判定部

3 4 9 で絶対値差が閾値以上 と判定 した場合 に、絶対値差が閾値未満 と判定

した直近の回の操作位置検 出関連処理で検 出 した ウ ィン力 レバ 一 5 の位置の

検 出結果 を操作位置検 出部 3 4 3 が維持する構成 とすればよい。 また、変形

例 6 における操作位置検 出関連処理では、図 1 7 の フローチヤ一 卜における

S 6 2 の処理の後 に、 S 2 2 a 〜 S 2 2 c の処理 と同様の処理 を追加する構



成 とすればよい。

[01 65] この変形例 6 によれば、変形例 4 と同様 に、 レバ一側加速度 と携帯側加速

度 との絶対値差が閾値以上の場合 に、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操

作位置検 出関連処理で検 出 したウィン力 レバ一 5 の位置の検 出結果 を維持す

るので、 ウィン力 レバ一 5 の位置 を誤検 出 しないようにすることが可能 にな

る。

[01 66] < 変形例 7 >

また、実施形態 3 において変形例 4 を採用する構成 （以下、変形例 7 ) と

してもよい。以下では、図 2 5 を用いて変形例 7 についての説明を行 う。図

2 5 では、携帯側制御部 3 3 が備 える構成の うち、変形例 7 の説明に必要な

構成 を示 している。

[01 67] 変形例 7 における携帯側制御部 3 3 は、実施形態 1 で説明 した構成 に加 え

、差分算出部 3 4 8 及び閾値判定部 3 4 9 をさ らに備 えている。 この差分算

出部 3 4 8 及び閾値判定部 3 4 9 は、変形例 4 で説明 したもの と同様である

ので、詳細な説明は省略する。

[01 68] 続 いて、変形例 7 における携帯側制御部 3 3 での操作検 出関連処理 につい

て、図 2 6 に示すフローチヤ一 卜を用いて説明を行 う。図 2 6 の フローチヤ

— 卜は、図 2 0 の フローチヤ一 卜における S 9 2 の処理の後 に、 S 9 2 a 〜

S 9 c の処理 を追加 したものであ って、追加 した S 9 2 a 〜 S 9 2 c の処

理の部分 を抜 き出 して示 している。

[01 69] まず、 S 9 2 に続 くS 9 2 a では、差分算出部 3 4 8 が、 S 9 1 で受信 し

た レバ一側加速度 と、 S 9 2 で取得 した携帯側加速度 とか ら、 この レバ一側

加速度の絶対値 とこの携帯側加速度の絶対値 との絶対値差 を算出する。

[01 70] S 9 2 b では、閾値判定部 3 4 9 が、 S 9 2 a で算 出 した絶対値差が閾値

以上か否かを判定する。そ して、閾値以上 と判定 した場合 （3 9 2 で 丫巳

S ) には、 S 9 3 に移 り、以降の処理 に従 い、 ウィン力 レバ一 5 の操作あ り

か操作な しか （つまり、操作有無）を検 出する。一方、閾値未満 と判定 した

場合 （S 9 2 b で N 〇）には、 S 9 2 c に移 る。



[01 7 1 ] S 9 2 c では、操作検 出部 3 4 7 が、前回の操作検 出関連処理で検 出 した

ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無の検 出結果 を、今回の操作検 出関連処理で検 出

した ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無の検 出結果 と し、 S 9 8 に移 る。図 2 6 の

フローチヤ一 卜によると、閾値判定部 3 4 9 で閾値未満 と判定 した回の操作

検 出関連処理で検 出 した操作有無の検 出結果だけが、操作有無の検 出結果 と

されることになる。 よって、 S 9 2 c の処理 は、閾値判定部 3 4 9 で閾値未

満 と判定 した直近の回の操作検 出関連処理で検 出 した操作有無の検 出結果 を

維持する処理 と言い換 えることがで きる。

[01 72] < 変形例 7 の まとめ>

変形例 7 によれば、 レバ ー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値差が閾値以

上であ って、 ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無の検 出精度が低下すると考 え られ

る場合 には、絶対値差が閾値未満 と判定 した直近の回の操作検 出関連処理で

検 出 したウィン力 レバ一 5 の操作有無の検 出結果 を維持することになる。絶

対値差が閾値未満 と判定 した回の操作検 出関連処理で検 出 した ウ インカ レバ

- 5 の操作有無の検 出結果は、検 出精度が低下 していないときの検 出結果で

あるので、誤検 出の可能性が低 い。

[01 73] 従 って、変形例 7 によれば、 レバ ー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値差

が閾値以上であ って、 ゥ ィンカ レバ 一 5 の操作有無の検 出精度が低下すると

考 え られる状況下においても、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操作検 出

関連処理で検 出 した ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無の検 出結果 を維持すること

で、 ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無 を誤検 出 しないようにすることが可能 にな

る。

[01 74] < 変形例 8 >

変形例 6 について、絶対値差が閾値未満 と判定 した直近の回の操作位置検

出関連処理 における S 6 3 の実変移角算出処理で算出 した実変移角 （Θ m o

) 及び実変移角 （ m o ) と、 S 6 4 の第 1 仮定変移角算出処理で算出 した

左位置用仮定変移角 （ I e L a ) 及び右位置用仮定変移角 （Θ I e R a )

とを維持する構成 と してもよい。 この場合 には、維持 した実変移角 （ m o



) 、実変移角 （ m o ) 、左位置用仮定変移角 （Θ I e L ) 、及び右位置

用仮定変移角 （ I e R ) を用いて、 S 6 5 〜 S 7 0 の処理 を行い、 ウ イ

ンカ レバ 一 5 の位置 を検 出する。

[01 75] 変形例 8 によっても、 レバー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値差が閾値

以上の場合 に、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操作位置検 出関連処理 に

おける実変移角算出処理及び第 2 仮定変移角算出処理で算出 した値 を維持す

るので、変形例 5 と同様 に、 ウ ィン力 レバ 一 5 の位置 を誤検 出 しないように

することが可能 になる。

[01 76] < 変形例 9 >

変形例 7 について、絶対値差が閾値未満 と判定 した直近の回の操作検 出関

連処理 における S 9 3 の実変移角算出処理で算出 した実変移角 （ m o ) 及

び実変移角 （ m o ) を維持する構成 と してもよい。 この場合 には、維持 し

た実変移角 （ m o ) 及び実変移角 （ m o ) を用いて、 S 9 4 〜 S 9 7 の

処理 を行い、 ウィン力 レバ一 5 の操作有無 を検 出する。

[01 77] 絶対値差が閾値未満 と判定 した回の、実変移角算出処理で算出 した実変移

角 （ m o ) 及び実変移角 （ m o ) とは、 ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無の

検 出精度が低下 していないときの検 出に用い られた値である。 よって、 この

値 を用いればゥィンカ レバ一 5 の操作有無 を誤検 出する可能性が低 い。

[01 78] 従 って、変形例 9 によっても、 レバ ー側加速度 と携帯側加速度 との絶対値

差が閾値以上であ って、 ゥ ィンカ レバ 一 5 の操作有無の検 出精度が低下する

と考 え られる状況下において、絶対値差が閾値未満 と判定 した回の操作検 出

関連処理 における実変移角算出処理で算出 した値 を維持することで、変形例

7 と同様 に、 ウ ィン力 レバ 一 5 の操作有無 を誤検 出 しないようにすることが

可能 になる。

[01 79] < 変形例 1 0 >

前述の実施形態では、固定側センサが車両用操作検 出ュニ ッ 卜と同 じ装置

に設 け られている構成 を示 したが、必ず しもこれに限 らない。例 えば、固定

側センサ と車両用操作検 出ュニ ッ 卜とが、異なる装置 に設 け られている構成



と してもよい。

[01 80] < 変形例 1 1 >

前述の実施形態では、車両用操作検 出ュニ ッ 卜と して携帯端末 3 を用いる

構成 を示 したが、必ず しもこれに限 らない。例 えば、車両用操作検 出ュニ ッ

卜と して、携帯端末 3 の代わ りに力一ナ ビゲ一シ ヨン装置等の車載装置 を用

いる構成 と してもよい。

[01 8 1 ] < 変形例 1 2 >

前述の実施形態では、 ウィン力 レバ一 5 の位置 に応 じて生 じる加速度 をセ

ンサュニ ッ 卜2 で検 出 し、 ウィン力 レバ一 5 の位置 を特定する構成 を示 した

が、必ず しもこれに限 らない。例 えば、車両 に固定された一端 を支点に して

他端の位置が操作時に回転することで、 この他端の位置が重力加速度方向に

変移する操作部材であれば、 ゥィンカ レバ一 5 以外に本開示 を適用する構成

と してもよい。 この他端の位置の可動範囲は、 3 6 0 度未満であることが好

ま しい。

[01 82] 一例 と して、操作時に レバーの位置が少な くとも重力加速度方向に変移す

るように設 け られているシフ 卜レバ一に本開示 を適用する構成 と してもよい

。上述のシフ トレバ一に本開示 を適用する場合 には、 シフ トポジシ ョンが前

進位置か後退位置か といつた位置 を検 出する構成 とすればよい。

[01 83] 上述の実施形態 において、た とえば、 S 2 8 、 S 3 0 、 S 3 1 、 S 6 7 、

S 6 9 、 S 7 0 、 S 9 6 、 S 9 7 の処理が操作検 出部 に相 当する。

[01 84] この出願 に記載 されるフローチヤ一 卜、あるいは、 フローチヤ一 卜の処理

は、複数のセクシ ョン （あるいはステ ップと言及 される）か ら構成 され、各

セクシ ョンは、例 えば、 S 1 0 0 と表現 される。 さ らに、各セクシ ョンは、

複数のサ ブセクシ ョンに分割 されることがで きる、一方、複数のセクシ ョン

が合わさって一つのセクシ ョンにすることも可能である。 さ らに、 このよう

に構成 される各セクシ ョンは、デバイス、 モジュール、 ミーンズ と して言及

されることがで きる。

[01 85] 本 開示は、実施例 に準拠 して記述 されたが、本開示は当該実施例や構造 に



限定されるものではないと理解 される。本開示は、様 々な変形例や均等範囲

内の変形 をも包含する。加 えて、様 々な組み合わせや形態、 さ らには、それ

らに一要素のみ、それ以上、あるいはそれ以下、 を含む他 の組み合わせや形

態 をも、本開示の範疇や思想範囲に入るものである。



請求の範囲

[ 請求項 1] 車両 に固定された一端 を支点に して、操作時に他端の位置が非操作

時に対 して重力加速度方向に変移する操作部材 （5 ) に取 り付 け られ

て、前記操作部材 に生 じる少な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出

する 2 軸以上の加速度センサである操作側センサ （2 1 ) と、

前記車両の非姿勢変化箇所で用い られて、前記車両 に生 じる少な く

とも重力加速度方向の加速度 を検 出する 2 軸以上の加速度センサであ

る固定側センサ （3 2 ) と、

前記固定側センサでの検 出結果 を前記操作側センサでの検 出結果 と

の比較の対象 に用いて前記操作部材の操作 を検 出する操作検 出部 （S

2 8 、 S 3 0 、 S 3 1、 S 6 7 、 S 6 9 、 S 7 0 、 S 9 6 、 S 9 7 )

を備 える車両用操作検 出ユニ ッ ト （3 3 ) と、 を有する車両用操作検

出システム。

[ 請求項 2] 請求項 1 において、

前記操作側センサは、前記車両 に固定された一端 を支点に した前記

他端の位置の可動範囲が 3 6 0 度未満 となるように設 け られている前

記操作部材 に設 け られている車両用操作検 出システム。

[ 請求項 3] 請求項 1又は 2 において、

前記車両用操作検 出ュニ ッ 卜は、

前記操作部材の非操作時において前記操作側センサ及び前記固定側

センサで検 出 した、前記操作側センサの検 出結果である操作側基準加

速度べ ク トル と、前記固定側センサの検 出結果である固定側基準加速

度ベ ク トル とを予め記憶 してお く学習処理部 （3 3 6 ) を備 え、

前記操作検 出部 は、前記操作側基準加速度べ ク トル に対する、前記

操作側センサで検 出 した加速度べ ク トルの変移 と、前記学習処理部 に

予め記憶 しておいた前記固定側基準加速度べ ク トル に対する、前記固

定側センサで検 出 した加速度べ ク 卜ルの変移 とを比較することで前記

操作部材の操作 を検 出する車両用操作検 出システム。



[ 請求項 4] 請求項 3 において、

前記操作部材は、非操作時の位置 に加 えて複数の操作位置が存在す

るものであ って、

前記操作検 出部 （S 2 8 、 S 3 0 、 S 3 1、 S 6 7 、 S 6 9 、 S 7

0 ) は、前記学習処理部で予め記憶 しておいた前記操作側基準加速度

べ ク トル に対する、前記操作側センサで検 出 した加速度べ ク トルの変

移 に加 えて、複数の前記操作位置のそれぞれにあると仮定 した場合の

その加速度べ ク トルの変移 を、前記学習処理部 に予め記憶 しておいた

前記固定側基準加速度べ ク トル に対する、前記固定側センサで検 出 し

た加速度べ ク トルの変移 とを比較することで前記操作部材の操作位置

を検 出する車両用操作検 出システム。

[ 請求項 5] 請求項 4 において、

前記学習処理部 は、前記操作側基準加速度べ ク トル及び前記固定側

基準加速度べ ク トルの他 に、前記操作部材 を非操作時の位置か ら前記

操作位置の各 々に移 した場合の加速度べ ク トルの変移 に相 当する変移

べ ク トル も各 々予め記憶 してお くものであ り、

前記車両用操作検 出ュニ ッ 卜は、

前記操作側基準加速度べ ク トル と前記操作側センサで検 出 した加速

度べ ク トル とのなす角である操作側変移角、及び前記固定側基準加速

度べ ク トル と前記固定側センサで検 出 した加速度べ ク トル とのなす角

である固定側変移角を算出する実変移角算出部 （S 2 4 ) と、

前記操作側センサで検 出 した加速度べ ク トル を、前記学習処理部で

予め記憶 しておいた前記操作位置の各 々についての前記変移べ ク トル

の逆方向分だけず らしたべ ク トルである仮定べ ク トル をそれぞれ決定

する仮定ベ ク トル決定部 （S 2 3 ) と、

前記操作側基準加速度べ ク トル と前記仮定べ ク トル決定部で決定 し

た前記仮定べ ク トルの各 々とのなす角である仮定変移角をそれぞれ算

出する第 1仮定変移角算出部 （S 2 5 ) と、



前記実変移角算出部で算出 した前記操作側変移角、及び前記第 1仮

定変移角算出部で算出 した前記仮定変移角の各 々のいずれが、前記実

変移角算出部で算出 した前記固定側変移角に最 も近い角度かを判定す

る第 1最近似判定部 （S 2 6 ) と、 を備 え、

前記操作検 出部 （S 2 8 、 S 3 0 、 S 3 1 ) は、前記第 1最近似判

定部での判定結果 に応 じて前記操作部材の操作位置 を検 出する車両用

操作検 出システム。

[ 請求項 6] 請求項 4 において、

前記操作部材は、非操作時の位置 に加 えて複数の操作位置が存在す

るものであ って、

前記学習処理部 は、前記操作側基準加速度べ ク トル及び前記固定側

基準加速度べ ク トルの他 に、前記操作部材 を非操作時の位置か ら前記

操作位置の各 々に移 した場合の加速度べ ク トルの変移 に相 当する位置

別変移角の値 も各 々予め記憶 してお くものであ って、

前記車両用操作検 出ュニ ッ 卜は、

前記操作側基準加速度べ ク トル と前記操作側センサで検 出 した加速

度べ ク トル とのなす角である操作側変移角、及び前記固定側基準加速

度べ ク トル と前記固定側センサで検 出 した加速度べ ク トル とのなす角

である固定側変移角を算出する実変移角算出部 （S 6 3 ) と、

前記実変移角算出部で算出 した前記操作側変移角か ら、前記学習処

理部で予め記憶 しておいた前記操作位置の各 々についての前記位置別

変移角の逆符号分の角度だけ差 し引いた仮定変移角をそれぞれ算出す

る第 2 仮定変移角算出部 （S 6 4 ) と、

前記実変移角算出部で算出 した前記操作側変移角、及び前記第 2 仮

定変移角算出部で算出 した前記仮定変移角の各 々のいずれが、前記実

変移角算出部で算出 した前記固定側変移角に最 も近い角度かを判定す

る第 2 最近似判定部 （S 6 5 ) と、 を備 え、

前記操作検 出部 （S 6 7 、 S 6 9 、 S 7 0 ) は、前記第 2 最近似判



定部での判定結果 に応 じて前記操作部材の操作位置 を検 出する車両用

操作検 出システム。

[ 請求項7] 請求項 3 において、

前記車両用操作検 出ュニ ッ 卜は、

前記学習処理部で予め記憶 しておいた前記操作側基準加速度べ ク 卜

ル と前記操作側センサで検 出 した加速度べ ク トル とのなす操作側変移

角、及び前記学習処理部で予め記憶 しておいた前記固定側基準加速度

べ ク トル と前記固定側センサで検 出 した加速度べ ク トル とのなす固定

側変移角を算出する実変移角算出部 （S 9 3 ) と、

前記実変移角算出部で算出 した前記操作側変移角 と前記固定側変移

角 とが一致するか否かを判定する一致判定部 （S 9 4 ) とを備 え、

前記操作検 出部 （S 9 6 、 S 9 7 ) は、前記一致判定部で前記操作

側変移角 と前記固定側変移角 とがー致すると判定 した場合 には、前記

操作部材の操作 を検 出 しない一方、前記一致判定部で前記操作側変移

角 と前記固定側変移角 とがー致 しないと判定 した場合 には、前記操作

部材の操作 を検 出する車両用操作検 出システム。

[ 請求項8] 請求項 1 〜 7 のいずれか 1 項 において、

前記操作検 出部 は、

前記固定側センサで逐次検 出される検 出結果 を前記操作側センサで

逐次検 出される検 出結果 との比較の対象 に用いて前記操作部材の操作

を逐次検 出するものであ って、

前記操作側センサで検 出 した加速度べ ク トルの絶対値 と、前記固定

側センサで検 出 した加速度べ ク トルの絶対値 との絶対値差が閾値以上

である場合 には、前記絶対値差が閾値未満であ った場合 に自らが検 出

していた直近の、前記操作部材の操作 を検 出 した結果 を維持する車両

用操作検 出システム。

[ 請求項 9] 請求項 1 〜 8 のいずれか 1 項 において、

前記操作側センサは、前記車両の前記操作部材 と してのウインカ レ



/ く一に取 り付 け られる車両用操作検 出システム。

[ 請求項 10] 請求項 1 〜 9 のいずれか 1項 において、

前記車両用操作検 出ュニ ッ 卜と前記固定側センサは車両用操作検 出

装置 （3 ) を構成する車両用操作検 出システム。

[ 請求項 11] 車両 に固定された一端 を支点に して、操作時に他端の位置が非操作

時に対 して重力加速度方向に変移する操作部材 （5 ) に取 り付 け られ

て、前記操作部材 に生 じる少な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出

する 2 軸以上の加速度センサである操作側センサ （2 1 ) での検 出結

果 と、前記車両の非姿勢変化箇所で用い られて、前記車両 に生 じる少

な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出する 2 軸以上の加速度センサ

である固定側センサ （3 2 ) での検 出結果 とを、比較の対象 に用いて

前記操作部材の操作 を検 出する操作検 出部 （S 2 8 、 S 3 0 、 S 3 1

、 S 6 7 、 S 6 9 、 S 7 0 、 S 9 6 、 S 9 7 ) を備 える車両用操作検

出ュニ ッ 卜。

[ 請求項 12] 車両 に固定された一端 を支点に して、操作時に他端の位置が非操作

時に対 して重力加速度方向に変移する操作部材 （5 ) に取 り付 け られ

て、前記操作部材 に生 じる少な くとも重力加速度方向の加速度 を検 出

する 2 軸以上の加速度センサである操作側センサ （2 1 ) と、

前記車両の非姿勢変化箇所で用い られて、前記車両 に生 じる少な く

とも重力加速度方向の加速度 を検 出する 2 軸以上の加速度センサであ

る固定側センサ （3 2 ) での検 出結果 を前記操作側センサでの検 出結

果 との比較の対象 に用いて前記操作部材の操作 を検 出する操作検 出部

は 2 8 、 S 3 0 、 S 3 1、 S 6 7 、 S 6 9 、 S 7 0 、 S 9 6 、 S 9

7 ) を備 える車両用操作検 出装置。
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日若 し くは他 の 特 別 な理 由 を確 立 す る た め に 引用 す 「Y 」特 に 関連 の あ る文 献 で あ って 、 当該 文 献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由 を付 す ） 上 の文 献 との 、 当業 者 に とって 自明 で あ る組 合 せ に

「0 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展 示 等 に言及 す る文 献 よって進 歩 性 が ない と考 え
「P 」国 際 出願 日前 で 、かつ 優 先 権 の 主 張 の基礎 とな る出願 「& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文 献
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